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第１節 計画の策定方針 

第１ 計画の目的 
この計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４２条、及び那珂川市防災会議

条例第２条の規定に基づき、那珂川市防災会議が作成する計画であって、市・県及び関係機関や

公共的団体その他市民がその所有する全機能を発揮し、市域における防災に関し、災害予防、災

害応急対策及び災害復旧対策に至る一連の防災活動を適切に実施することにより、市民の生命・

身体及び財産を災害から保護することを目的とする。 

 

第２ 計画改訂の基本方針 
風水害対策編第１章「総則」第１節「計画の策定方針」第２「計画改訂の基本方針」を参照。 

 

第３ 災害の範囲 
この計画では、次の災害等についての対応を図る。 

①地震災害 

 

第４ 計画の構成 
風水害対策編第１章「総則」第１節「計画の策定方針」第４「計画の構成」を参照。 

 

第５ 他の計画との関係 
風水害対策編第１章「総則」第１節「計画の策定方針」第５「他の計画との関係」を参照。 

 

第６ 計画の修正及び周知徹底 
風水害対策編第１章「総則」第１節「計画の策定方針」第６「計画の修正及び周知徹底」を参

照。 

 

第７ 調査・連携 
風水害対策編第１章「総則」第１節「計画の策定方針」第７「調査・連携」を参照。 
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第２節 防災機関の業務大綱及び市民・事業所のとるべき

措置 
第１ 市 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【災害予防】 

① 市防災会議に係る事務に関すること 

② 市災害対策本部等防災対策組織の整備に関すること 

③ 防災施設の整備に関すること 

④ 防災に係る教育・訓練に関すること 

⑤ 県及び防災関係機関との連絡調整に関すること 

⑥ 他の市町村との相互応援及び広域避難、広域一時滞在についての協定の締結に関

すること 

⑦ 防災に必要な資機材等の整備、備蓄に関すること 

⑧ 生活必需品・応急食料等の備蓄に関すること 

⑨ 給水体制の整備に関すること 

⑩ 市域における公共的団体及び自主防災組織の充実、育成及び指導に関すること 

⑪ 市民の自発的な防災活動の促進に関すること 

⑫ 災害危険区域の把握に関すること 

⑬ 各種災害予防事業の推進に関すること 

⑭ 防災知識の普及に関すること 

⑮ 要配慮者（避難行動要支援者）の安全確保に関すること 

⑯ 企業等の防災対策の促進に関すること 

⑰ 企業等の協力の確保についての協定の締結に関すること 

⑱ 災害ボランティアの受け入れ体制の整備に関すること 

⑲ 帰宅困難者対策の推進に関すること 

【災害応急対策】 

① 水防・消防等応急対策に関すること 

② 災害に関する情報の収集・伝達及び被害調査に関すること 

③ 避難の準備情報・指示及び避難者の誘導並びに避難所の開設に関すること 

④ 災害時における文教・保健衛生に関すること 

⑤ 災害広報及び被災者からの相談に関すること 

⑥ 被災者の救難・救助その他の保護に関すること 

⑦ 被災者の心身の健康の確保、居住の場所の確保その他被災者の保護に関すること 

⑧ 復旧資機材の確保に関すること 

⑨ 災害対策要員の確保・動員に関すること 

⑩ 災害時における交通・輸送の確保に関すること 

⑪ 被災建築物の応急危険度判定の実施に関すること 

⑫ 関係防災機関が実施する災害対策の調整に関すること 

⑬ 災害ボランティアの活動支援に関すること 

⑭ 市所管施設の被災状況調査に関すること 
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機関の名称 事務又は業務の大綱 

市 【災害復旧】 

① 激甚法等による災害復旧事業の推進に関すること 

② り災証明の発行、雇用機会の確保、生活資金の貸与等、市民生活安定のための支

援に関すること 

③ 公共土木施設・農地及び農林水産用施設等の災害復旧及び改良に関すること 

④ 災害弔慰金の支給及び災害援護資金の貸付け等災害融資に関すること 

⑤ 市民税等公的徴収金の猶予・減免措置に関すること 

⑥ 義援金・義援品の受領、配分に関すること 

 

第２ 県 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【災害予防】 

① 福岡県防災会議に係る事務に関すること 

② 福岡県災害対策本部等防災対策組織の整備に関すること 

③ 防災施設の整備に関すること 

④ 防災に係る教育、訓練に関すること 

⑤ 国、市町村及び防災関係機関との連絡調整に関すること 

⑥ 他の都道府県との相互応援及び広域避難、広域一時滞在についての協定の締結

に関すること 

⑦ 防災に必要な資機材等の整備、備蓄に関すること 

⑧ 生活必需品、応急食料等の備蓄に関すること 

⑨ 危険物施設の保安確保に必要な指導、助言及び立入り検査に関すること 

⑩ 地下街等の保安確保に必要な指導、助言に関すること 

⑪ 防災行政無線通信施設の整備と通信の確保に関すること 

⑫ 防災知識の普及に関すること 

⑬ 要配慮者（避難行動要支援者）の安全確保に関すること 

⑭ 消防応援活動調整本部に関すること 

⑮ 企業等の防災対策の促進に関すること 

⑯ 企業等の協力の確保についての協定の締結に関すること 

⑰ 災害ボランティアの受け入れ体制の整備に関すること 

⑱ 保健衛生・防疫体制の整備に関すること 

⑲ 帰宅困難者対策の推進に関すること 

【災害応急対策】 

① 災害予警報等情報の収集・伝達に関すること 

② 市町村の実施する被災者の救助の応援及び調整に関すること 

③ 被災児童･生徒等に対する応急教育の実施に関すること 

④ 災害救助法に基づく被災者の救助に関すること 

⑤ 災害時の防疫その他保健衛生に関すること 

⑥ 水防管理団体の実施する水防活動及び市町村の実施する消防活動に対する指



第１章 総  則 

第２節 防災機関の業務大綱及び市民・事業所のとるべき措置 

地震対策編 - 6 - 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

県 示、調整に関すること 

⑦ 公共土木施設、農地及び農林水産用施設等に対する応急措置に関すること 

⑧ 農産物、家畜、林産物及び水産物に対する応急措置に関すること 

⑨ 緊急通行車両及び規制除外車両（以下「緊急通行車両等」という。）の確認及

び確認証明書の交付に関すること 

⑩ 自衛隊の災害派遣要請に関すること 

⑪ 県管理港湾施設等の維持管理及び障害物等の除去に関すること 

⑫ 被災建築物の応急危険度判定の実施、支援、調整に関すること 

⑬ 災害ボランティアの活動支援に関すること 

⑭ 福岡県所管施設の被災状況調査に関すること 

【災害復旧】 

① 公共土木施設、農地及び農林水産用施設等の災害復旧及び改良に関すること 

② 物価の安定に関すること 

③ 義援金品の受領、配分に関すること 

④ 災害復旧資材の確保に関すること 

⑤ 災害融資等に関すること 

筑紫保健福祉環境

事務所 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 医療の確保に関すること 

② 防疫その他保健衛生に関すること 

那珂県土整備事務

所 

県知事が直接管理する河川・道路・施設等について、下記の措置をとる。 

【災害予防】 

① 気象観測通報についての協力に関すること 

② 防災上必要な教育及び訓練等に関すること 

③ 災害危険区域の選定又は指導に関すること 

④ 防災資機材の備蓄・整備に関すること 

⑤ 雨量・水位等の観測体制の整備に関すること 

⑥ 道路・橋梁等の耐震性の向上に関すること 

⑦ 水防警報等の発表及び伝達に関すること 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 洪水警報の発表及び伝達に関すること 

② 水防活動の指導に関すること 

③ 災害時における交通規制及び輸送の確保に関すること 

④ 災害広報に関すること 

⑤ 被災公共土木施設の復旧事業の推進に関すること 

福岡農林事務所 

(福岡県災害警戒・

対策福岡地方本部) 

【災害予防】･【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 災害に関する情報収集、関係行政機関との連絡調整に関すること 

② 災害対策応急事務に関すること 

筑紫県税事務所 【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 被災者に対する県税の減免及び徴収猶予に関すること 

② 災害時における市の応援に関すること 
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機関の名称 事務又は業務の大綱 

県教育委員会 

(福岡教育事務所) 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 被災児童及び生徒の救護、及び応急教育に関すること 

② 被災児童及び生徒の学用品の供給に関すること 

 

第３ 警察 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

福岡県警察本部 【災害予防】 

① 災害警備計画に関すること 

② 警察通信確保に関すること 

③ 関係機関との連絡協調に関すること 

④ 災害装備資機材の整備に関すること 

⑤ 危険物等の保安確保に必要な指導、助言に関すること 

⑥ 地下街等の保安確保に必要な指導、助言に関すること 

⑦ 防災知識の普及に関すること 

【災害応急対策】 

① 災害情報の収集及び伝達に関すること 

② 被害実態の把握に関すること 

③ 被災者の救出及び負傷者等の救護に関すること 

④ 行方不明者の捜索に関すること 

⑤ 危険箇所の警戒及び市民に対する避難指示、誘導に関すること 

⑥ 不法事案等の予防及び取締りに関すること 

⑦ 被災地、避難場所、重要施設等の警戒に関すること 

⑧ 避難路及び緊急交通路の確保に関すること 

⑨ 交通の混乱の防止及び交通秩序の確保に関すること 

⑩ 広報活動に関すること 

⑪ 遺体の死因・身元の調査等に関すること 

 

第４ 自衛隊 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

陸上自衛隊福岡駐

屯地 

第四師団司令部 

第四後方支援連隊 

【災害予防】 

① 災害派遣計画の作成に関すること 

② 地域防災計画に係る訓練の参加協力に関すること 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 災害派遣による県・市その他の防災関係機関が実施する災害応急対策の支

援、協力に関すること 
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第５ 指定地方行政機関 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

九州管区警察局 【災害応急対策】 

① 広域緊急救助隊の運用及び広域的な応援の指導調整に関すること 

② 広域的な交通規制の指導調整に関すること 

③ 他の管区警察局との連携に関すること 

④ 管区内指定地方行政機関との協力及び連絡調整に関すること 

⑤ 警察通信の運用に関すること 

福岡財務支局 【災害応急対策】 

① 災害時における金融機関に対する緊急措置の指示・調整に関すること 

② 国有財産の無償貸付等の措置に関すること 

【災害復旧】 

① 地方公共団体に対する災害融資に関すること 

② 災害復旧事業の査定立会い等に関すること 

九州厚生局 【災害応急対策】 

① 災害状況の情報収集、通報に関すること 

② 関係職員の現地派遣に関すること 

③ 関係機関との連絡調整に関すること 

九州農政局 【災害予防】 

① 米穀の備蓄に関すること 

② 防災体制の指導及び農地防災事業の推進に関すること 

③ 農地保全施設の管理体制の強化、指導に関すること 

【災害応急対策】 

① 応急用食料の調達・供給に関すること 

② 農業関係被害の調査・報告に関すること 

③ 災害時における病害虫の防除及び家畜の管理等に関すること 

④ 種子及び飼料の調達・供給に関すること 

⑤ 災害時における政府所有米穀の供給の支援に関すること 

【災害復旧】 

① 被害農業者等に対する融資等に関すること 

② 農地・施設の復旧対策の指導に関すること 

③ 農地・施設の復旧事業費の査定に関すること 

④ 土地改良機械の緊急貸付に関すること 

⑤ 被害農林漁業者等に対する災害融資に関すること 

⑥ 技術者の応援派遣等に関すること 

九州森林管理局 

(福岡森林管理署) 

【災害予防】 

① 国有保安林・治山施設の整備に関すること 

② 林野火災予防体制の整備に関すること 

【災害復旧】 

① 復旧対策用材の供給に関すること 
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機関の名称 事務又は業務の大綱 

九州経済産業局 【災害予防】 

① 各取扱業者に対する予防体制確立の指導等に関すること 

【災害応急対策】 

① 災害対策物資の適正な価格による円滑な供給の確保に関すること 

② り災事業者の業務の正常な運営確保に関すること 

③ 電気・ガス・石油製品等の円滑な供給確保に関すること 

【災害復旧】 

① 生活必需品・復旧資材等の供給の円滑な確保に関すること 

② 被災中小企業の復旧資金の確保・斡旋に関すること 

九州産業保安監督

部 

【災害予防】 

① 火薬、高圧ガス、都市ガス及び電気施設等の保安確保対策の推進に関するこ

と 

【災害応急対策】 

① 災害時における火薬、高圧ガス、都市ガス及び電気施設等の保安確保に関す

ること 

九州運輸局 

(福岡運輸支局) 

【災害予防】 

① 交通施設及び設備の整備に関すること 

② 宿泊施設等の防災設備に関すること 

【災害応急対策】 

① 所管事業者等への災害に関する予警報の伝達指導に関すること 

② 災害時における所管事業に関する情報の収集に関すること 

③ 災害時における輸送機関等の広報、宣伝指導に関すること 

④ 災害時における輸送分担、連絡輸送及び物資輸送拠点等の調節に関すること 

⑤ 緊急輸送命令に関すること 

大阪航空局 

(福岡空港事務所) 

【災害予防】 

① 指定地域上空の飛行規制等その周知徹底に関すること 

② 航空通信連絡情報及び航空管制の整備に関すること 

【災害応急対策】 

① 災害時における航空機輸送の安全確保に関すること 

② 遭難航空機の捜索及び救助活動に関すること 

福岡管区気象台 【災害予防】 

① 地震に関する観測施設を整備すること 

② 地震等に関する防災気象知識の普及に関すること 

③ 緊急地震速報及び地震情報を発表すること 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

④ 二次災害防止のため、気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による

地震動に限る）、水象に関する警報、注意報及び情報を発表・伝達すること 

⑤ 災害発生時における気象・地象・水象等に関する観測資料を提供すること 
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機関の名称 事務又は業務の大綱 

九州総合通信局 【災害予防】 

① 非常通信体制の整備に関すること 

② 非常通信協議会の育成指導及び実施訓練等に関すること 

③ 災害時における通信機器、臨時災害放送局用機器及び移動電源車の貸し出し

に関すること 

【災害応急対策】 

① 災害時における電気通信の確保に関すること 

② 非常通信の統制、管理に関すること 

③ 災害地域における電気通信施設の被害状況の把握に関すること 

福岡労働局 【災害予防】 

① 事業場における災害防止のための指導監督に関すること 

② 労働災害防止のための自主的活動の促進と産業安全思想の普及高揚に関する

こと 

【災害応急対策】 

① 労働者の業務上の災害補償に関すること 

【災害復旧】 

① 被災地域内の事業所への雇用継続の要請、被災による離職者の再就職の斡旋

等に関すること 

九州地方整備局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通大臣が直接管理する河川・道路・公園・官庁施設等について下記の措

置をとる。また、緊急を要すると認められる場合、協定書に基づく適切な緊急対

応を実施する。 

【災害予防】 

① 気象観測通報についての協力に関すること 

② 防災上必要な教育及び訓練等に関すること 

③ 災害危険区域の選定又は指導に関すること 

④ 防災資機材の備蓄・整備に関すること 

⑤ 雨量、水位等の観測体制の整備に関すること 

⑥ 道路・橋梁等の耐震性の向上に関すること 

⑦ 水防警報等の発表及び伝達に関すること 

【災害応急対策】 

① 洪水予警報の発表及び伝達に関すること 

② 水防活動の指導に関すること 

③ 災害時における交通規制及び輸送の確保に関すること 

④ 災害広報に関すること 

⑤ 緊急物資及び人員輸送活動に関すること 

⑥ 監視カメラ及び災害調査用ヘリコプターによる被災地映像提供に関すること 

⑦ 災害対策用車両（照明車、排水ポンプ車等）の貸与に関すること 

⑧ 国土交通省所管施設の被災状況調査に関すること 

⑨ 通信途絶時における地方公共団体との通信確保（ホットライン確保）に関す

ること 
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機関の名称 事務又は業務の大綱 

九州地方整備局 ⑩ 市その他の防災関係機関との協定に基づく、災害応急対策の支援、協力に関

すること 

【災害復旧】 

① 被災公共土木施設の復旧事業の推進に関すること 

九州防衛局 【災害応急対策】 

① 災害時における防衛省（本省）との連携調整 

② 災害時における自衛隊及び米軍部隊との連絡調整の支援 

国土地理院九州地

方測量部 

【災害予防】 

① 地殻変動の監視に関すること 

【災害応急対策】 

① 災害時における地理空間情報の整備・提供に関すること 

【災害復旧】 

① 復旧・復興のための公共測量における指導・助言に関すること 

九州地方環境事務

所 

【災害予防】 

① 所管業務に係る情報収集・提供及び連絡調整に関すること 

② 環境監視体制の支援に関すること 

【災害復旧】 

① 災害廃棄物等の処理対策に関すること 

 

第６ 指定公共機関 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

西日本旅客鉄道株式会

社(博多総合車両所) 

（以下、ＪＲ西日本） 

【災害予防】 

① 鉄道施設の防火管理に関すること 

② 輸送施設の整備等安全輸送の確保に関すること 

③ 災害時における緊急輸送体制の整備に関すること 

【災害応急対策】 

① 災害時における鉄道車両等による救援物資、避難者等の緊急輸送に関す

ること 

② 災害時における鉄道通信施設の利用に関すること 

【災害復旧】 

①  被災鉄道施設の復旧事業の推進に関すること 

西日本電信電話株式会

社(九州支店)（以下、Ｎ

ＴＴ西日本）、ＮＴＴコ

ミュニケーションズ株

式会社、ＫＤＤＩ株式会

社、株式会社ＮＴＴドコ

モ（九州支社）、ソフトバ

ンク株式会社、楽天モバ

【災害予防】 

① 電気通信設備の整備と防災管理に関すること 

② 応急復旧用通信施設の整備に関すること 

【災害応急対策】 

① 気象警報の伝達に関すること 

② 災害時における重要通信に関すること 

③ 災害関係電報、電話料金の減免に関すること 
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機関の名称 事務又は業務の大綱 

イル株式会社 

日本銀行（福岡支店、 

北九州支店） 

【災害予防】・【災害応急対策】 

① 銀行券の発行ならびに通貨及び金融の調整に関すること 

② 資金決済の円滑の確保を通じ信用秩序の維持に資するための措置に関

すること 

③ 金融機関の業務運営の確保に係る措置に関すること 

④ 金融機関による金融上の措置の実施に係る要請に関すること 

⑤ 各種措置に関する広報に関すること 

日本赤十字社 

(福岡県支部） 

【災害予防】 

① 災害医療体制の整備に関すること 

② 災害医療用薬品等の備蓄に関すること 

【災害応急対策】 

① 災害時における医療助産等救護活動の実施に関すること 

② 避難所奉仕、義援金(品)の募集､配分等の協力に関すること 

日本放送協会（以下、Ｎ

ＨＫ）(福岡放送局) 

【災害予防】 

① 防災知識の普及に関すること 

② 災害時における放送の確保対策に関すること 

【災害応急対策】 

① 気象・地象予警報等の放送周知に関すること 

② 避難所等における災害情報収集のための放送受信の確保に関すること 

③ 社会奉仕事業団等による義援金品の募集・配分等の協力に関すること 

④ 災害時における広報に関すること 

【災害復旧】 

① 被災放送施設の復旧事業の推進に関すること 

日本通運株式会社(福岡

支店)、福山通運株式会

社、佐川急便株式会社、

ヤマト運輸株式会社、西

濃運輸株式会社 

【災害予防】 

① 緊急輸送体制の整備に関すること 

【災害応急対策】 

① 災害時における救助物資等の緊急輸送の協力に関すること 

【災害復旧】 

① 復旧資材等の輸送協力に関すること 

九州電力株式会社 

福岡南配電事業所 

（以下、九州電力） 

【災害予防】 

① 電力施設の整備と防災管理に関すること 

【災害応急対策】 

① 災害時における電力の供給確保に関すること 

【災害復旧】 

① 被災電力施設の復旧事業の推進に関すること 

西部ガス株式会社 

（以下、西部ガス） 

 

【災害予防】 

① ガス施設の整備と防災管理に関すること 

② 導管の耐震化の確保に関すること 
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機関の名称 事務又は業務の大綱 

西部ガス株式会社 

（以下、西部ガス） 

【災害応急対策】 

① 災害時におけるガスの供給確保に関すること 

【災害復旧】 

① 被災ガス施設の復旧事業の推進に関すること 

日本郵便株式会社 

(九州支社) 

【災害応急対策】 

① 災害時における郵政事業運営の確保 

② 災害救助法適用時における郵便事業に係る災害特別事務取扱、援護対策

及びその窓口業務の確保 

 

第７ 指定地方公共機関 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

公益社団法人福岡県トラ

ック協会 

【災害予防】 

① 緊急・救援輸送即応体制の整備に関すること 

【災害応急対策】 

① 緊急・救援物資の輸送協力に関すること 

一般社団法人福岡県ＬＰ

ガス協会 

【災害予防】 

① ＬＰガス施設の整備と防災管理に関すること 

② ＬＰガス供給設備の耐震化の確保に関すること 

【災害応急対策】 

① 災害時におけるＬＰガスの供給確保に関すること 

【災害復旧】 

① 被災ガス施設の復旧事業の推進に関すること 

公益社団法人福岡県医師

会 

【災害予防】・【災害応急対策】 

① 災害時における医療救護の活動に関すること 

② 負傷者に対する医療活動に関すること 

③ 防災会議における行政関係機関及び郡市医師会・医療機関間の連絡調

整に関すること 

公益社団法人福岡県歯科

医師会 

【災害予防】 

① 歯科医療救護活動体制の整備に関すること 

【災害応急対策】 

② 災害時の歯科医療救護活動に関すること 

公益社団法人福岡県看護

協会 

【災害予防】 

① 災害看護についての研修や訓練に関すること 

【災害応急対策】 

① 要配慮者への支援に関すること 

② 指定避難所等における看護活動に関すること 

③ 災害支援看護職の要請・受入れ等の支援に関すること 

公益社団法人福岡県薬剤

師会 

【災害予防】 

① 患者への啓発（疾病・使用医薬品等の情報把握）に関すること 
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機関の名称 事務又は業務の大綱 

公益社団法人福岡県薬剤

師会 

【災害応急対策】 

① 災害医療救護活動に関すること 

② 医薬品等の供給に関する情報収集及び連絡体制の構築に関すること 

③ 医薬品等の供給（仕分け、管理及び服薬指導等）に関すること 

④ 指定避難所等での避難者支援（服薬指導等）に関すること 

⑤ その他公衆衛生活動に関すること 

株式会社西日本新聞社、株

式会社朝日新聞西部本社、

株式会社毎日新聞西部本

社、株式会社読売新聞西部

本社、株式会社時事通信社

福岡支社、一般社団法人共

同通信社福岡支社、株式会

社熊本日日新聞社福岡支

社、株式会社日刊工業新聞

社西部支社 

【災害予防】 

① 防災知識の普及に関すること 

② 災害時における報道の確保対策に関すること 

【災害応急対策】 

① 気象・地象予警報等の報道周知に関すること 

② 社会奉仕事業団等による義援金品の募集・配分等の協力に関すること 

③ 災害時における広報に関すること 

【災害復旧】 

① 被災報道施設の復旧事業の推進に関すること 

ＲＫＢ毎日放送株式会社、

株式会社テレビ西日本、九

州朝日放送株式会社、株式

会社福岡放送、株式会社エ

フエム福岡、株式会社ＴＶ

Ｑ九州放送、株式会社ＣＲ

ＯＳＳＦＭ、ラブエフエム

国際放送株式会社 

【災害予防】 

① 防災知識の普及に関すること 

② 災害時における放送の確保対策に関すること 

【災害応急対策】 

① 気象・地象予警報等の放送周知に関すること 

② 避難所等への受信機の貸与に関すること 

③ 社会奉仕事業団等による義援金品の募集・配分等の協力に関すること 

④ 災害時における広報に関すること 

【災害復旧】 

① 被災放送施設の復旧事業の推進に関すること 

社会福祉法人福岡県社会

福祉協議会 

【災害予防】 

① 社会福祉法人・施設を対象とした研修や訓練に関すること 

② 職員や市民の災害に対する意識の向上に関すること 

【災害応急対策】 

① 福祉の観点からの要配慮者への支援の充実に関すること 

② 災害ボランティアの活動体制強化に関すること 

③ 福岡県共同募金会等との協働による募金活動への取り組みに関すること 

 

第８ 一部事務組合 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

春日･大野城･那珂

川消防組合（以下、

消防組合） 

【災害予防】 

① 危険物施設及び火気使用施設器具等の安全化のための規制、指導に関すること 

② 市民の防災知識の普及及び防災行動力の向上並びに事業所の自主防災体制
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機関の名称 事務又は業務の大綱 

春日･大野城･那珂

川消防組合（以下、

消防組合） 

の指導･育成に関すること 

③ 応急救護知識･技術の普及及び自主救護能力の向上に関すること 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 水火災及びその他災害の救助､救急情報に関すること 

② 水火災及びその他災害の予防、警戒及び防御に関すること 

③ 人命の救助及び救急に関すること 

春日那珂川水道企

業団（以下、水道企

業団）、福岡都市圏

南部環境事業組合 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① それぞれの事務に応じた防災上必要な活動及び市の防災活動に対する協力

に関すること 

 

第９ 公共的団体・防災上重要な施設の管理者 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

那珂川市消防団 【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 水火災及びその他災害の予防･警戒･防御に関すること 

② 災害等の情報収集に関すること 

③ その他消防に関すること 

一般社団法人筑紫医

師会 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 医療救護及び助産活動に関すること 

② 防疫及び遺体の検案の協力に関すること 

③ 県医師会並びに各医療機関との連絡調整に関すること 

一般社団法人筑紫歯

科医師会 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 歯科医療活動に関すること 

② 遺体の検案の協力に関すること 

③ 県歯科医師会並びに各医療機関との連絡調整に関すること 

一般社団法人筑紫薬

剤師会 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 医薬品の調剤･服薬指導及び医薬品の管理に関すること 

② 医薬品の調達・供給に関すること 

③ 県薬剤師会並びに薬剤師との連絡活動に関すること 

行政区（区又は自治

会等） 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 地域内住民への災害に関する情報伝達・広報広聴活動に関すること 

② 出火防止及び初期消火に関すること 

③ 避難者の誘導及び救出救護の協力に関すること 

④ 被災者に対する炊き出し､救援物資の配分及び避難所内の世話業務等の協力

に関すること 

⑤ 被害状況調査、広報活動等災害対策業務全般についての協力に関すること 

筑紫農業協同組合

（那珂川支店他） 

 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 市が行う被害状況調査及び応急対策の協力に関すること 

② 農作物の災害応急対策の指導に関すること 



第１章 総  則 

第２節 防災機関の業務大綱及び市民・事業所のとるべき措置 

地震対策編 - 16 - 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

筑紫農業協同組合

（那珂川支店他） 

③ 被災農家に対する融資及びあっせんに関すること 

④ 農業生産資材及び農家生活資材の確保・あっせんに関すること 

⑤ 災害時における食料及び物資の供給に関すること 

那珂川市商工会 【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 市が行う被害状況調査及び応急対策の協力に関すること 

② 加盟各事業者との連絡調整に関すること 

③ 被災中小企業に対する融資のあっせんに関すること 

④ 災害時における救助物資・復旧資材の確保、あっせん及び被災者に対する炊

き出しに関すること 

公益社団法人福岡県

宅地建物取引業協会

(筑紫支部) 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 被災者への利用可能な民間賃貸住宅の状況・情報提供及び住宅提供に関する

こと 

那珂川市土木協力

会、那珂川市建設業

協力会 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 道路･河川等公共土木施設の応急対策の協力に関すること 

② 倒壊住宅等の撤去の協力に関すること 

③ 応急仮設住宅の建設､被災住宅の応急修理の協力に関すること 

④ その他災害時における復旧活動の協力に関すること 

⑤ 加盟各事業者との連絡調整に関すること 

那珂川市コンサルタ

ント協会、一般社団

法人筑紫地区建設コ

ンサルタンツ協会 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 災害箇所における測量設計に関すること 

② 的確な情報収集に関すること 

筑紫地区ビル管理事

業協働組合 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 建築物内等の床上浸水の処理及び泥水、汚水、その他ごみ、土砂等の搬出運

搬に関すること 

② 洗浄、消毒の協力及び清掃等に関する物資の提供に関すること 

③ 建築物の設備等の被害調査、応急処置 

南福岡管工事協同組

合 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 災害時における上･下水道の復旧活動の協力に関すること 

② 加盟各事業者との連絡調整に関すること 

公益社団法人日本下

水道管路管理業協会 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 協定下水道施設の応急復旧のために必要な業務（巡視、点検、調査、清掃、

修繕）に関すること 

② その他必要とされる業務に関すること 

那珂川市電設協力会 【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 災害時における電気設備の復旧活動の協力に関すること 

② 加盟各事業者との連絡調整に関すること 

那珂川市社会福祉協

議会 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 災害時のボランティアの受け入れに関すること 
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機関の名称 事務又は業務の大綱 

那珂川市社会福祉協

議会 

② 被災者の生活支援活動の協力に関すること 

③ 県社会福祉協議会による生活福祉資金貸付の受付・申込に関すること 

那珂川市防犯組合連

絡協議会、春日地区

交通安全協会那珂川

支部 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 災害危険箇所、異常現象等の連絡通報に関すること 

② 災害時の交通規制、防犯対策の協力に関すること 

③ その他災害応急対策業務の協力に関すること 

那珂川市交通安全施

設業協力会 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 交通安全施設の応急復旧に関すること 

危険物・有毒物等保

有施設 

【災害予防】 

① 安全管理の徹底及び災害防護施設の整備に関すること 

 

第１０ 市民・事業所 

区分 事務又は業務の大綱 

市民 【災害予防】 

① 自らの身の安全は自らが守るとの観点に立って、平常時から地域における災害の危険

性を把握し、避難等の行動を確認すること 

② 平常時から食料・飲料水等の備蓄（３日分）、非常持出品の準備、自動車へのこまめ

な満タン給油や家具等の転倒防止対策等家庭での予防・安全対策を講ずるとともに、

地域の防災訓練等に積極的に参加し、自主防災組織の結成・活動を進める等、日頃か

ら自主的に災害に備えること 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 自主的な相互救済活動を行うとともに、行政機関が行う防災活動と連携・協力するも

のとし、内閣総理大臣から、社会的・経済的混乱を抑制するため、生活必需品等国民

生活との関連性が高い物資又は燃料等国民経済上重要な物資をみだりに購入しない等

の必要な協力を求められた場合は、これに応じるよう努めること 

事業所 【災害予防】 

① 従業員や顧客の安全の確保、二次災害の防止、経済活動の維持（燃料・電力等重要な

ライフラインの供給不足への対応や取引先とのサプライチェーンの確保等の事業継続

等）、帰宅困難者の一時滞在への協力等の地域への貢献といった役割を認識し、災害時

行動マニュアルの作成や、従業員や顧客等が帰宅できない場合に一定期間滞在するた

めの食料・飲料水等の備蓄等の防災体制の整備や、防災訓練の実施に努めること 

【災害応急対策】・【災害復旧】 

① 従業員や顧客の安全の確保、二次災害の防止、経済活動の維持（燃料・電力等重要な

ライフラインの供給不足への対応や取引先とのサプライチェーンの確保等の事業継続

等）、帰宅困難者の一時滞在への協力等の地域への貢献といった役割を果たすととも

に、行政機関が行う防災活動と連携・協力すること 

② 必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業とする者は、災害時に重要な役

割を担うことから、災害時においてもこれらの事業活動を継続的に実施できる必要な

措置を講じるとともに、国、県、市との物資・役務の供給協定の締結に努めること。 
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第３節 市の概況 

第１ 自然的条件 
風水害対策編第１章「総則」第３節「市の概況」第１「自然的条件」を参照。 

 

第２ 社会条件 
風水害対策編第１章「総則」第３節「市の概況」第２「社会条件」を参照。 
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第４節 災害危険性 

第１ 災害履歴 
風水害対策編第１章「総則」第４節「災害危険性」第１「災害履歴」を参照。 

 

第２ 想定地震による市内の被害予測 
福岡県の「地震に関する防災アセスメント調査報告書」（平成２４年３月）によると、本市に被害

を及ぼす可能性のある活断層による想定地震は、次のように想定される。 

また、この想定地震による那珂川市で発生する被害の想定量、及び液状化の危険度を示す。 

活断層 活動の規模 断層の長さ 最大震度 

西山断層（南東部） マグニチュード７．３ 約３１ｋｍ ６弱 

警固断層（南東部） マグニチュード７．２ 約２７ｋｍ ６強 

警固断層（北西部） マグニチュード７．０ 約２５ｋｍ ６弱 

宇美断層 マグニチュード６．９ 約１８ｋｍ ６弱 
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■ 想定地震による那珂川市で発生する被害の想定量 

被害想定項目 

小倉東断層 西山断層 警固断層（南東部） 水縄断層 

南
西
下
部 

中
央
下
部 

北
東
下
部 

南
東
下
部 

中
央
下
部 

北
西
下
部 

南
東
下
部 

中
央
下
部 

北
西
下
部 

北
東
下
部 

中
央
下
部 

南
西
下
部 

人
的
被
害 

死者数 0 0 0 0 0 0 1 15 12 0 0 0 

負傷者数 0 0 0 0 20 20 124 489 426 20 20 0 

要救出現場（箇所）数 0 0 0 0 0 0 8 82 65 0 0 0 

要救出者数 0 0 0 0 0 0 9 93 74 0 0 0 

要後方医療搬出者数 0 0 0 0 2 2 12 49 43 2 2 0 

避難者数 0 0 0 0 3 3 54 530 421 3 3 0 

斜
面
崩
壊 

斜面崩壊危険度（A)箇所

数 
0 0 0 0 0 0 0 3 3 0 0 0 

斜面崩壊被災建物棟数 0 0 0 0 0 0 0 4 3 0 0 0 

建
物
倒
壊 

木造建物 

被害棟数 

全壊 0 0 0 0 0 0 10 166 132 0 0 0 

半壊 0 0 0 0 0 0 35 206 175 1 0 0 

非木造建物 

被害棟数 

全壊 0 0 0 0 1 1 11 39 31 1 1 0 

半壊 0 0 0 1 7 7 38 98 83 6 3 0 

火
災 

火災全出火棟数 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 0 0 

火災焼失棟数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン 

上水道管被害箇所数 0 0 0 0 17 19 100 249 221 20 6 0 

下水道管被害箇所数 0 0 0 0 0 0 4 17 4 0 0 0 

都市ガス管被害箇所数 0 0 0 0 0 0 1 4 4 0 0 0 

電柱被害本数 0 0 0 0 0 0 1 4 3 0 0 0 

電話柱被害本数 0 0 0 0 0 0 1 4 3 0 0 0 

生
活
支
障
世
帯
数 

居住の制約 0 0 0 0 2,729 3,050 16,056 19,105 19,105 3,211 963 0 

食糧・飲料水 0 0 0 0 2,729 3,050 16,056 19,105 19,105 3,211 963 0 

電気 0 0 0 0 0 0 0 3,173 2,869 0 0 0 

情報通信回線 

（ＮＴＴ) 
0 0 0 0 0 0 0 133 99 0 0 0 

エレベータ閉じ込め者数 0 0 0 6 28 34 57 170 158 40 23 6 

 

  



第１章 総  則 

第４節 災害危険性 

地震対策編 - 21 - 

■ 想定地震による那珂川市で予測される液状化の危険度 

活断層 破壊開始 液状化の危険度 

西山断層（南東部） 北西下部 高い 

西山断層（延長） 北西下部 高い 

警固断層（南東部） 

南東下部 高い 

中央下部 極めて高い（ごく一部）、高い 

北西下部 高い 

警固断層（北西部） 中央下部 高い 

水縄断層 北東下部 高い 

宇美断層 

南東下部 高い 

中央下部 高い 

北西下部 高い 

※液状化危険度が極めて高い、もしくは高いと予測されたものを記載 

■ 那珂川市で予測される液状化危険度が最も高くなる想定地震（警固断層（南東下部）中央下部） 
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第５節 防災ビジョン 

第１ 計画の理念 
風水害対策編第１章「総則」第５節「防災ビジョン」第１「計画の理念」を参照。 

 

第２ 基本計画 
風水害対策編第１章「総則」第５節「防災ビジョン」第２「基本計画」を参照。 
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第２章 災害予防計画 
 

 

第１節  災害に強い組織・ひとづくり  

第２節  災害に強いまちづくり  

第３節  応急活動体制の整備  
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第１節 災害に強い組織・ひとづくり 

項目 担当 

第１ 防災組織の整備 安全安心課・総務課・税務課・生活福祉課・教育総務課・建設課・ 

関係機関 

第２ 自主防災体制の整備 安全安心課・消防組合（消防団） 

第３ 企業等防災対策の促進 安全安心課・消防団 

第４ 防災訓練 安全安心課・関係各課・関係機関 

第５ 防災知識の普及 安全安心課・消防組合（消防団） 

第６ 市民の心得 安全安心課・消防組合・関係機関 

 

第１ 防災組織の整備 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第１節「災害に強い組織・ひとづくり」第１「防災組織の

整備」を参照。 

 

第２ 自主防災体制の整備 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第１節「災害に強い組織・ひとづくり」第２「自主防災体

制の整備」を参照。 

 

■ 参考例：個人・家族、地域、自主防災組織等の役割項目例 

自主防災 

体制 
平常時 警戒・発災時 

個人・ 

家庭 

○各個人の日常生活圏の危険性の認識 

○緊急地震速報等の防災情報の理解の促進 

○家屋や塀の耐震強化措置 

○家具の転倒落下防止措置 

○出火防止体制の整備 

・耐震消火装置付器具の仕様と作動状況の点検 

・安全な火気使用環境の確保 

○初期消火体制の整備 

・初期消火器具の確保と使用訓練 

○指定緊急避難場所・避難ルートの確認と安全性

のチェック 

○救出用資器材の保管 

○必要な物資の備蓄 

○緊急地震速報等の防災情報の自主的収集 

○出火防止 

○初期消火 

○家族の安否確認（電話は使用しない。）及び

保護 

隣近所 

○高齢者等要配慮者の安全対策の話し合い 

○近所の災害環境の共同監視 

○救出用資器材の共同管理 

○隣近所の生き埋め者の救出活動、負傷者運搬 

○隣近所の出火防止措置 

・隣近所の家庭にガス元栓閉栓呼びかけ 

・高齢者世帯等の出火防止措置 

○初期消火活動への従事 

○近所の要配慮者の安否確認 

○要配慮者の救出・避難誘導 
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自主防災 

体制 
平常時 警戒・発災時 

自主防災 

組織 

○家庭、隣近所への防災対策の呼びかけと推進（特

に、出火防止措置と家具等の転倒落下防止措置） 

○危険箇所の点検・除去 

○指定緊急避難場所・避難ルートの確認と安全性

のチェック 

○救出用資機材（防災資機材）の管理 

○防災知識の普及 

○各種防災訓練の実施及び参加 

○救出活動の喚起（救出協力者を募る） 

○出火防止措置の喚起 

○初期消火活動の応援 

○近所の要配慮者の安否確認の喚起 

○要配慮者の救出・避難誘導・運搬 

○指定避難所の開設・管理運営 

○給食・給水 

○救助物資の分配に関する協力 

 

第３ 企業等防災対策の促進 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第１節「災害に強い組織・ひとづくり」第３「企業等防災

対策の促進」を参照。 

 

第４ 防災訓練 
市は、地域防災計画、防災業務計画等の習熟、関係機関の連携体制の強化及び市民の防災思想

の高揚を図ることを目的に、関係機関等の参加とその他関係団体及び要配慮者も含めた地域市民

等とも連携した各種災害に関する訓練を継続的に実施する。 

 

１．総合防災訓練 

市が中心となり、近隣の各市町村・県・県警察本部・警察署・自衛隊等防災関係機関のできる

だけ多くの参加を呼びかけ、総合防災訓練を実施する。 

また、自主防災組織・ボランティア組織・学校・事業所・一般市民の参加を要請する。 

 

■ 訓練種目 

◆情報の収集・伝達     ◆災害対策本部の設置、運営  ◆交通規制及び交通整理 

◆避難準備及び避難誘導、避難所の運営           ◆救出・救助・救護・応急医療 

◆ライフライン復旧     ◆各種火災消火        ◆道路復旧・障害物排除 

◆緊急物資輸送       ◆給水給食          ◆その他 

 

２．個別訓練 

（１）応急対策計画確認訓練 

応急対策計画の実効性の確認を主眼とした訓練を実施する。なお、訓練は以下の要領で実施

する。 

①市、県、及び関係機関は、応急対策の流れ、情報連絡系統（連絡窓口）等の確認を行う。ま

た、協定締結先機関の協力を得て、協定内容とその実効性、協定先担当者等の確認を行う。 

②訓練形態としては、個人単位でのイメージトレーニング（個人において地震発生直後から

の活動をイメージし、その活動を遂行する上でのポイントや問題点を整理する訓練）、課

単位での図上演習、関係機関・団体の協力を得て実施する災害対策本部図上訓練等種々考

えられる。 

③市は、地域における防災力の向上を図るため、市民を対象とした図上訓練を実施する。 
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（２）要配慮者利用施設における防災訓練 

災害時に、幼児・児童・生徒・傷病者・高齢者等の災害対応力の比較的低い施設利用者の生

命・身体の安全を図り、被害を最小限にとどめるため、保育所（園）・幼稚園・小学校・中学

校・病院及び社会福祉施設等は、避難訓練を重点に防災訓練を定期的に実施する。 

（３）非常参集訓練 

災害時の迅速な職員参集のため、非常参集訓練を実施するとともに災害時の初動体制の強化

に努める。 

また、非常参集訓練と同時に、本部運営訓練及び情報収集伝達訓練も合わせて実施する。 

（４）非常通信訓練 

市、県、及び関係機関は、災害時において、有線通信系が不通となり、又は利用することが

著しく困難な場合に、無線通信系における通信の円滑な運用を図るため、非常通信に関する訓

練を実施する。 

（５）消防訓練 

市は、災害時における災害規模、災害事象に応じた消防計画の習熟を図り、突発的な災害に

対処できるようにするため、非常招集、通信連絡、市民の避難誘導、火災防御技術、救助等の

訓練を実施する。 

（６）被災建築物応急危険度判定訓練 

市及び県は、建築関係団体等の協力のもと、実際の応急危険度判定の実施に備えるとともに、

応急危険度判定体制の整備を図るため、連絡訓練等を実施する。 

 

第５ 防災知識の普及 

１．市職員に対する防災教育 

市は、市民の生命・身体及び財産を災害から守るため、災害発生の未然防止、災害発生時の被

害の最小化、被災者の救護等を円滑に実施しなくてはならない。このため、市職員は、防災に関

し知識を深めるとともに責務を理解し、訓練及び研修等に積極的に参加する。 

（１）研修の実施 

市職員に対する防災知識、役割の分担等に関する次の研修の実施に努める。 

 

■ 研修項目 

◆災害対策活動の概要     ◆防災関係職員としての心構え     ◆班内での役割の分担 

◆防災情報集約システム及び防災行政無線システムの取扱い方法 

◆災害情報収集・伝達の要領、報告様式の活用             ◆防災の基礎知識 

◆防災関係法令の運用     ◆災害に対する地域の危険性 

（２）マニュアルの作成 

関係各課は、突発的災害に対応するための参集・配備体制の徹底及び応急対策活動の円滑な

実施のため、各種応急対策マニュアルの作成に努める。 
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２．市民に対する防災知識の普及 

市は、市民に対し、地震等の被害想定結果等を示しながらその危険性を周知させるとともに、

地震発生時に市民が的確な判断に基づき行動できるよう、地震及び防災に関する知識の普及啓発

を図るものとし、市は、市民等の防災意識の向上及び防災対策に係る地域の合意形成の促進のた

め、自然災害によるリスク情報の基盤となる防災地理情報を整備するとともに、防災に関する

様々な動向や各種データを分かりやすく発信する。 

災害による人的被害を軽減する方策は、市民等の避難行事が基本となることを踏まえ、警報等

や避難指示等の意味と内容の説明等、啓発活動を市民等に対して行う。その際には、要配慮者へ

の対応や被災時における多様な性のニーズにも留意する。 

市は、災害発生後に、指定避難所や仮設住宅、ボランティアの活動場所等において、被災者や

支援者の中から性暴力・ＤＶの被害者も加害者も出さないよう、「暴力は許されない」意識の普

及、徹底を図るものとする。 

また、教育機関、民間団体等との密接な連携の下、防災に関するテキストやマニュアルの配布、

有識者による研修や講演会、実地研修の開催等により、防災教育を行う。 

 

■ 防災知識の普及事項 

◆災害に関する一般知識    ◆市地域防災計画の概要    ◆災害情報の正確な入手方法 

◆要配慮者への配慮      ◆災害時における風評による人権侵害を防止するための知識 

◆災害に備えた食料・救急用品・非常持出品等の備蓄・準備 

◆避難所、避難路等避難対策に関する知識 

◆火災予防に関する事項    ◆住宅の耐震診断・補強・火気の始末等、地震に関する対策事項 

◆室内外における災害発生時の心得   ◆災害危険箇所   ◆防災訓練、自主防災活動の実施 

 

３．児童・生徒に対する防災教育 

学校の教育活動全体を通じて、児童生徒が発達段階に応じて知識を習得するとともに、体験的

な活動を通して、自らの判断で行動する態度や能力を育成する防災教育を推進する。 

◆防災に関する知識の習得        ◆周囲の状況に応じ安全に行動する態度や能力の育成 

◆防災管理・組織活動の充実・徹底 

 

第６ 市民の心得 
阪神・淡路大震災、東日本大震災及び熊本地震等の経験を踏まえ、市民は、「自らの身の安全

は自らが守る」ことが基本であるとの自覚を持ち、平常時より災害に対する備えを心がけるとと

もに、災害時には自らの身の安全を守るよう行動することが重要である。 

地震発生時に、市民は、家庭又は職場等において、個人又は共同で、人命の安全を第一として

混乱の防止に留意しつつ、地震による被害の発生を最小限にとどめるために必要な措置をとるも

のとする。 
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１．家庭における心得 

（１）平常時の心得 

①家の中の安全な場所、非常持出品の配置位置、地域の指定緊急避難場所・避難経路及び家

族の集合場所や連絡方法を確認する。 

②がけ崩れに注意するとともに、危険と思われる場合は市に連絡する。 

③建物の補強、家具の固定をする。 

④火気器具の点検や火気周辺の可燃物に注意する。 

⑤飲料水や消火器の用意をする。 

⑥非常用食料、救急用品、非常持出品を準備する。 

⑦地域の防災訓練に進んで参加する。 

⑧隣近所と地震時の協力について話し合う。 

（２）地震発生時の心得 

①まずわが身の安全を図る。 

②すばやく火の始末をする。 

③火が出たらまず消火する。 

④あわてて戸外に飛び出さず出口を確保する。 

⑤狭い路地、塀のわき、がけ、川べりには近寄らない。 

⑥山崩れ、がけ崩れ、浸水に注意する。 

⑦避難は徒歩で、持物は最小限にする。 

⑧みんなが協力し合って、応急救護を行う。 

⑨正しい情報をつかみ、流言飛語に惑わされない。 

⑩秩序を守り、衛生に注意する。 

（３）地震発生時の外出時の心得 

①住宅地：路上の落下物（エアコンの室外機・ベランダのプランター等）や倒壊物（自動販

売機・電柱・街路樹等）に注意する。 

②繁華街：窓ガラスや看板、ネオンサイン、外壁の落下に注意する。かばん等で頭を保護し

て避難する。 

③山・丘陵地：落石に注意しながら、山ぎわや急傾斜地等の山崩れ、がけ崩れの起こりやす

い危険な場所から遠ざかる。 

④屋内：あわてて戸外に飛び出さず出口を確保する。 

 

２．職場における心得 

（１）平常時の心得 

①事業継続計画（ＢＣＰ）の策定及び事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の整備に努める。 

②消防計画、予防規程等を整備し、各自の役割分担を明確にする。 

③消防計画により避難訓練を実施する。 

④とりあえず身を置く場所を確保し、ロッカー等重量物の転倒防止措置をとる。 

⑤重要書類等の非常持出品を確認する。 

⑥不特定かつ多数の者が出入りする職場では、入場者の安全確保を第一に考える。 
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（２）地震発生時の心得 

①すばやく火の始末をする。 

②職場の消防計画に基づき行動する。 

③職場の条件と状況に応じ、安全な場所に避難する。 

④正確な情報を入手する。 

⑤近くの職場同士で協力し合う。 

⑥エレベーターの使用は避ける。 

⑦マイカーによる出勤、帰宅等は自粛する。また、危険物車両等の運行は自粛する。 

⑧無理に帰宅行動をとらず、状況に応じて職場にとどまることも検討する。 

 

３．運転者のとるべき措置 

（１）走行中のとき 

①急ハンドル、急ブレーキを避ける等、できるだけ安全な方法により、緊急通行車両の通行

の妨害とならないよう、道路の左側に停止させる。 

②停止後は、ラジオで地震情報や交通情報を聞き、その情報や周囲の状況に応じて行動する。 

③車を置いて避難するときは、できるだけ道路外の場所に移動しておく。やむを得ず道路上

に置いて避難するときは、道路の左側に寄せて駐車し、エンジンを切り、エンジンキーを

付けたままとし、窓を閉め、ドアはロックしない。駐車するときは、避難する人の通行や

災害応急対策の実施の妨げとなるような場所には駐車しない。 

（２）避難するとき 

①被災地域では、道路の破壊、物件の散乱等のほか、幹線道路等に車が集中することにより

交通が混乱するので、避難のため車を使用しない。 
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第２節 災害に強いまちづくり 

項目 担当 

第１ 河川・ため池の整備・市民への周知 建設課・農林課・安全安心課 

第２ 土砂災害防止対策 建設課・安全安心課・都市計画課・農林課 

第３ 火災予防計画 安全安心課・消防組合 

第４ 市街地の整備 建設課・都市計画課 

第５ 建築物等の安全化 関係各課 

第６ ライフライン施設の安全対策 安全安心課・農林課・下水道課・水道企業団 

第７ 交通施設の安全対策 建設課・都市計画課 

第８ 公共施設の液状化対策 関係機関 

 

第１ 河川・ため池の整備・市民への周知 
河川、ため池施設は、県、水利組合等と連携した調査を行い、必要に応じて次に示す防災対策

の強化を図るとともに、災害時の情報連絡体制を確立する。 

◆堤防等の河川施設の防災対策     ◆堤体の補強並びに漏水防止等、ため池施設の防災対策 

 

第２ 土砂災害防止対策 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第２節「災害に強いまちづくり」第２「土砂災害防止対

策」を参照。 

 

第３ 火災予防計画 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第２節「災害に強いまちづくり」第３「火災予防計画」を

参照。 

 

第４ 市街地の整備 
アセスメント調査では、市街地の中に木造住宅の密集地等で延焼火災の危険性が高い地区が幾

つか認められた。このような地区では、出火・延焼すると、消火活動が困難な場合が多く、避難

活動の支障となることも考えられる。 

防災上の観点から、地区の居住環境・防災等の機能の向上を図り、災害に強いまちづくりを推

進する。 

 

１．住環境整備事業の推進 

住環境整備事業を行うことにより、不良住宅が密集している地区を防災上有効な住環境として

整備することを推進する。県は、その事業計画について、技術的助言を行う。 

 

２．造成地の災害予防対策 

市は、滑動崩落の恐れが大きい大規模盛土造成地において、宅地の耐震化を実施するよう努め

る。造成地における開発区域の地盤が軟弱である場合、崖が発生する場合、切土・盛土を行う場

合は、各々、地盤沈下、崖崩れ等が発生しないよう、土の置き換え、水抜き、擁壁の設置その他
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の措置を講ずる。 

 

第５ 建築物等の安全化 

１．基本的な考え方 

地震に強いまちづくりを行うに当たっては、建築物、土木工作物、通信施設、ライフライン施

設、防災関連施設等の諸施設の耐震性を確保する必要がある。その場合の要求性能は、それらの

種類、目的等により異なるが、基本的な考え方は次によるものとする。 

（１）諸施設に要求される耐震性能は、一般的な地震動、及び直下型地震又は海溝型巨大地震に

起因する更に高レベルの地震動についてもできる限り考慮の対象とする。 

（２）この場合、諸施設は、一般的な地震動に際しては機能に重大な支障が生じず、かつ高レベ

ルの地震動に際しても人命に重大な影響を与えないことを基本的な目標として設計する。 

（３）さらに、諸施設のうち、一旦被災した場合に生じる機能支障が、災害応急対策活動にとっ

て著しい妨げとなる恐れがあるものや、広域における経済活動等に対し著しい影響を及ぼす

恐れがあるもの、また要配慮者の安全確保に必要な建築物等については、需要度を考慮し、

高レベルの地震動に際しても他の諸施設に比べ耐震性能に余裕を持たせることを目標とする。 

（４）また、耐震性の確保には、上述の個々の諸施設の耐震設計のほか、代替性の確保、多重化

等により総合的にシステムの機能を確保することによる方策もふくまれる。 

なお、特に新耐震基準以前に建築された既存建築物等の耐震性の向上を図るため、県は「建

築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づき耐震改修促進計画を策定し、耐震診断・改修の

促進を図るための施策、建築物の所有者等に指導、助言等を行うものとし、また、市は、国の

基本方針や福岡県建築物耐震改修促進計画を基に、那珂川市住宅・建築物耐震改修促進計画を

策定する。 

 

２．建築物等の耐震性確保 

（１）公共建築物の耐震性の確保 

①市有施設の耐震性確保に関する方針 

ア）新築建築物 

新たに建設される市有施設は、地震動時及び地震動後に施設に必要とされる機能や用

途の重要性に応じた耐震安全性の確保を図る。 

イ）新耐震基準以前に建築された建築物 

次の施設について、計画的かつ重点的に耐震診断・改修を推進する。特にａ、ｂ及び

ｃの施設については、非構造部材を含む耐震性対策等により、地震動時及び地震動後に

施設に必要とされる機能や用途の重要性に応じた耐震安全性の向上に努める。老朽化の

兆候が認められる場合には、優先順位をつけて計画的に安全確保対策を進める。 

ａ 災害応急対策活動に必要な施設 

ｂ 指定避難所として位置づけられた施設 

ｃ 多数の市民が利用する施設 

ｄ その他 

ウ）新耐震基準以降に建築された既存建築物 

次の施設について、非構造部材を含む耐震性対策等により、地震動時及び地震動後に

施設に必要とされる機能や用途の重要性に応じた耐震安全性の向上に努める。老朽化の
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兆候が認められる場合には、優先順位をつけて計画的に安全確保対策を進める。 

ａ 災害応急対策活動に必要な施設 

ｂ 指定避難所として位置づけられた施設 

ｃ 多数の市民が利用する施設 

②既存市有施設等の耐震性確保に関する取り組み 

ア）市有施設 

全施設の耐震化は完了しているため、引き続き耐震性を有し安全な建築に努める。 

イ）教育施設等 

ａ 学校建築については、仮設等の付属施設を除き原則として、耐震耐火構造とする。 

ｂ 既存の木造校舎については、順次耐震耐火構造による改築を図る。 

ｃ 老朽施設については、更新、補強を図る。 

ｄ 社会教育施設、社会体育施設及び文化施設については、地震防災上必要な補強を図る。 

ウ）公営住宅 

市営住宅については、防災、土地の高度利用及び生活環境の改善等の観点から、公営

住宅長寿命化計画等に基づき、適正な管理に努める。 

エ）社会福祉施設 

社会福祉施設については、地震防災上必要な改築又は補強を図る。 

（２）一般建築物の耐震性の確保 

①方針 

民間建築物の耐震化は、原則所有者又は使用者の責務として行うものとし、市はそのため

の助言、指導及び必要性等に応じて支援を行う。なお、保安上危険である又は衛生上有害で

あると認められる場合には、補修等必要な措置の指導を行う。 

また、がけ地の崩壊等による危険から市民の生命の安全を確保するため、建築基準法第３

９条の規定による災害危険区域を指定し、住宅等の建築制限を行う。 

②新築建築物の耐震化対策 

建築物全般（建築設備を含む。）及び特定の工作物（一定高さ以上の擁壁、広告塔及び遊

戯施設）の安全性の確保については、建築基準法に基づく建築確認申請の審査等を通じ指導

を行い、その実効を図る。 

③既存建築物の耐震化対策 

ア）県及び市による取り組み 

ａ 民間建築物の耐震性の向上を図るため、広報等により、民間建築物の耐震性の向上を図る。 

ｂ 建築士団体等との連携により、民間建築物の耐震性確保を図る。 

イ）県による取り組み 

ａ 耐震化の必要性、耐震工法や施行方法等の技術知識等について、パンフレット等の配布、

セミナーの開催等により、広く市民に普及・啓発する。 

ｂ 市が行う耐震改修工事補助事業について、必要な支援を行う。 

（３）地震時の建築物の総合的な安全対策 

市は、県と連携し、被害が発生する恐れのある建築物の所有者に対し、必要な措置を講じる

よう普及・啓発に努める。 

①エレベーターの地震防災対策 

地震発生時にエレベーターの緊急停止により人が閉じ込められてしまう等の被害を避け
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るため、安全対策について施設の所有者及び管理者に対し普及・啓発を図る。 

②窓ガラス等の落下防止対策 

市は、地震時に建築物の窓ガラス、外壁タイル及び看板等の落下による危険防止のため、

施設の所有者及び管理者に対し、落下防止対策について、啓発を行うとともに、業界団体の

協力を仰ぎ、講習会や勉強会等の開催を依頼・支援するよう努め、施設の所有者及び管理者

に注意喚起するとともに、必要に応じ適切な対策を講じるように普及・啓発を図る。 

③ブロック塀等の倒壊防止対策 

市は、ブロック塀等の倒壊防止のため、国や県と連携し、ブロック塀の安全点検及び耐震

性の確保の必要性について広く市民に対し啓発を図るとともに、ブロック塀の造り方、点検

方法及び補強方法等の普及・啓発を図る。 

④工事中の建築物に対する指導 

落下物に対する防護、土留め工事、建方工事の崩壊防止等の工事現場の危険防止について

関係機関の指導により安全確保を図る。 

⑤建物内の安全対策 

ア）学校校舎 

学校長は、コンピューターをはじめ、ロッカー、書棚、下駄箱、薬品棚、実験実習機器

等の転倒落下等の防止を行い、その安全性を強化するとともに、児童・生徒等、教職員

の安全と避難通路が確保できるように、十分配慮する。 

イ）社会福祉施設、病院、保育所等 

施設管理者は、備品等の転倒落下等の防止を行い、安全性を強化するとともに、入所

者、職員等の安全と避難通路が確保できるように、十分配慮する。 

ウ）庁舎 

施設管理者等は、備品等の転倒落下等の防止を行い、職員等の安全と避難通路確保の

ための安全性を強化するともに、コンピューター等に蓄積されているデータの損傷の防

止等を図る。 

エ）民間建築物 

建物内のタンス、食器棚、本棚、冷蔵庫等の転倒防止や棚上の物の落下の防止やガラ

スの飛散防止等を行う。特に、高層建築物については、ゆっくりと大きく揺れる振動の

場合、上階ほど揺れが強くなり、大きな被害が出る可能性があることに留意する。 

⑥公共施設及び危険物施設の点検整備等 

道路、河川、ため池、治山施設、砂防設備、地滑り防止施設、急傾斜地崩壊防止施設等公

共施設の機能及び周囲の状況に応じて耐震性等の点検整備を行う。 

また、石油類、高圧ガス、毒物劇物及び火薬類等の危険物施設の耐震性の確保、緩衝地帯

の整備等を促進する。 

⑦その他の対策 

自動販売機の転倒、煙突の折損等の防止について、所有者や管理者を指導し安全確保を図る。 

 

３．文化財災害予防対策 

文化財を災害から保護するため、防災意識の高揚、防災施設の整備を図る。 

（１）文化財に対する市民の防災意識の高揚と愛護精神の普及徹底を図るため、消防組合等と協

力し、「文化財防火デー」等を活用した広報活動を行う。 
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（２）所有者等を対象とした文化財の防災に関する講習会等を実施する。 

（３）火災予防体制の確立等、次の事項に係る管理保護についての指導を行う。 

①防火管理体制の整備 

②環境の整備 

③火気の使用制限 

④火災危険箇所の早期発見と改善及び火災警戒の実施 

⑤自衛消防隊の組織の確立とその訓練 

⑥火災発生時にとるべき初期消火等の訓練の実施 

（４）防火施設等、次の事項の整備の推進、耐震診断、耐震補強及び環境保全とそれに対する助

成措置を行う。 

①消火施設 

②警報設備 

③その他の設備 

（５）倒壊等の防止対策及び落下物等による破損防止対策により、文化財の破損防止を図る。 

（６）各種文化財の点検整備を行い、必要な防災対策の実施に努める。 

 

第６ ライフライン施設の安全対策 
水道、電気、ガス等は日常生活及び産業活動上欠くことのできないものであり、万一、災害に

よりこれらの施設設備が被害を受けた場合、安否確認、市民の避難、救命・救助等の応急対策活

動等に支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、その供給は緊急性を要

するため、水道、電気、ガス事業者等はこれらの供給を円滑に実施するとともに、耐震性の確保

等の措置を講ずる。 

 

１．水道施設 

災害による水道の被害を最小限にとどめ、速やかに水の供給を確保するため、給水体制の整備

並びに施設の耐震化の整備増強を推進する。 

水道施設の整備については、｢水道施設の技術的基準を定める省令」に沿って、「水道施設設計

指針」「水道施設耐震工法指針」（日本水道協会刊）等により、施設の耐震化を推進する。 

また、水道ごとに、施設の耐震化及び供給体制等について、施設等の総合的な点検検討を行い、

その結果に基づいて、近隣水道事業者との緊急時用連絡管や給水用資機材の確保等を含め必要な

施設の整備増強を図る。 

 

２．下水道施設 

急激に進む市街化に対応し、浸水災害等の被害を防止するため、雨水、下水の迅速な排除が行

えるよう、また、市街地の環境整備及び公共用水域の水質汚濁を防止するため、下水道施設の設

計及び施工に当たっては耐震対策を講じ、施設の整備増強を図る。 

既設の下水道施設については、耐震性能調査を行い、老朽管等については、必要に応じて補強、

布設替、改築工事を推進する。新設の下水道施設については、日本下水道協会が制定した「下水

道施設の耐震対策指針と解説」に基づき、耐震性の強化を図る。 

また、民間事業者等との協定締結等により、発災後における下水道施設の維持又は修繕に努め

るとともに、災害の発生時においても下水道の機能を維持するため、可搬式排水ポンプその他の
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必要な資機材の整備等に努める。 

 

３．電気施設・ガス施設 

電気事業者は、突発性地震等の非常災害時の電力施設の災害を防止し、また発生した被害を早

期に復旧するため、災害発生原因の除去と耐震性及び耐浪性等の整備に常に努力を傾注する。 

ガス事業者は、地震によるガス施設の被害及び二次災害の発生を防止し、また発生した被害を

早期に復旧するため、ガスの製造・供給にかかる設備、体制及び運用について、総合的な災害防

止対策を推進する。 

 

４．一般通信施設、放送施設 

通信事業者は、防災業務計画、災害等対策規定に基づき具体的な措置を定めて、災害等異常時

の電気通信サービスの確保を図るため、電気通信設備について耐震化等の予防措置を講じ万全を

期する。 

放送事業者は、非常災害が発生し、又は発生する恐れのある場合における放送電波の確保を図

るため、災害対策規程を定め、放送設備、局舎設備等について耐震化等の各種予防措置を講じ、

災害報道の確保に万全を期する。 

 

５．ため池施設 

災害を防止するため所管する、ため池の実態を把握し、災害時においても常に健全な状態が維

持できるよう諸施設の整備等を行う。 

（１）ため池施設整備の実施方針 

ため池の決壊等による災害を未然に防止するため、堤体、余水吐、樋管等の整備を必要とす

るため池について、整備及び県への申請を推進する。また、市は、県と連携してため池を調査

し、安全対策及び防災情報連絡体制の確立を図る。 

市は、地震による破損等で決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害

を与える恐れのあるため池について、緊急連絡体制等を整備するとともに、決壊した場合の影

響度が大きいため池から、ハザードマップの作成・周知、耐震化や統廃合等を推進する。 

 

第７ 交通施設の安全対策 
道路・橋梁は、人や物を輸送するだけでなく、火災の延焼防止や災害時の避難・緊急物資の輸

送ルート等多様な機能を有している。このため各道路管理者は、災害を防止するため所管する施

設等の実態を把握し、災害時においても常に健全な状態が維持できるよう諸施設の整備等を行う。 

 

１．道路の整備 

震災時における道路機能の確保のため、市道について、法面等危険箇所調査を実施し、対策工

事の必要な箇所を指定して、道路の整備を推進する。 

（１）道路防災点検 

道路法面の崩落が予想される箇所及び路体崩壊が予想される箇所等を把握するため、「道路

防災点検」を実施する。 

（２）道路の防災工事 

（１）の調査に基づき、道路の防災工事が必要な箇所について、工法決定のための測量、地
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質調査、設計等を行いその対策工事を実施する。 

 

２．橋梁の整備 

橋梁機能の確保のため、所管橋梁について、点検調査を実施し、橋梁の補強を行う。また、緊

急輸送道路ネットワーク上の橋梁については、被害を限定的な損傷に留めるための対策を実施す

る。それ以外の橋梁についても順次対策を実施する。 

 

３．横断歩道橋の整備 

横断歩道橋は、横断歩道橋設計指針に基づき建設されているが、建設後の維持管理、気象条件

等により構造細目に変化が生じていることも考えられるので、落下等により交通障害物となるこ

とを防止するため、本体と階段の取付部を中心とした横断歩道橋の点検調査を実施し、補修等対

策が必要なものの整備を推進する。 

 

４．道路啓開用資機材の整備 

建設業者、団体との間で協定等を締結し、道路啓開用資機材の整備に努める。 

 

５．交通安全施設の防災機能強化 

緊急交通路として確保すべき道路を重点に交通信号機、交通管制システム等の交通安全施設の

停電対策、耐震対策及び復旧対策等の防災機能の強化を道路管理者に要望する。 

 

第８ 公共施設の液状化対策 

１．現状 

県のアセスメント調査によると、市の集落の大半が存在する河川沿いの谷底平野・氾濫平野で

は液状化危険性が高いと予測され、とくに警固断層（南東部）の中央下部が破壊開始点となった

場合、一部でその危険性が極めて高い箇所が存在する。 

液状化が発生すると、次のような被害が生じる。 

◆地中のガス管・上下水道管・地下埋設物等、軽量構造物の浮上 

◆杭等の深い基礎で支えていない建物、橋梁等の重量構造物の沈下・傾斜 

◆堤防等、盛土の基礎地盤の液状化に伴う構造物沈下やすべり破壊の発生 

◆護岸や擁壁の側方流動、押し出し 

 

２．液状化対策 

液状化による被害を最小限にくい止めるため、公共事業等の実施に当たって、必要に応じて、

現地の地盤を調査し、発生する液状化現象を的確に予測することにより、現場の施工条件と、効

果の確実性、経済性等を総合的に検討・判断し、効果的な液状化対策を実施する。 

（１）液状化対策の調査・研究 

県及び市並びに防災関係機関は、大学や各種研究機関との連携のもと、液状化現象に関する

研究成果を踏まえ、危険度分布や構造物への影響を予測し、液状化対策についての調査・研究

を行う。 

（２）液状化の対策 

液状化の対策としては、大別して下記のように考えられる。 
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①液状化発生の防止（地盤改良） 

地盤自体の改良等により液状化の発生を防ぐ対策 

②液状化による被害の防止（構造的対応） 

発生した液状化に対して施設の被害を防止、軽減する構造的対策 

③代替機能の確保（施設のネットワーク化） 

施設のネットワーク化等による代替機能を確保する対策 

（３）液状化対策の普及・周知 

県及び市並びに防災関係機関は、液状化対策の調査・研究に基づき、市民・施工業者等に対

して液状化対策に有効な基礎構造等について知識の普及・啓発を図る。 

さらに、市民に対し液状化現象やその危険地域の情報を提供し、市民への液状化対策の必要

性の理解を深め、防災意識の高揚を図る。 
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第３節 応急活動体制の整備 

項目 担当 

第１ 広域応援・受援体制等の整備 安全安心課・総務課・人事秘書課・生活福祉課・関係各課 

第２ 防災体制・施設・資機材等の整備 安全安心課・関係各課 

第３ 災害救助法等運用体制の整備 安全安心課・関係各課 

第４ 情報収集･伝達体制の整備 安全安心課・総務課・障がい者支援課・高齢者支援課・健

康課 

第５ 広報・広聴体制の整備 安全安心課・総務課・市民課・生活福祉課 

第６ 二次災害の防止体制の整備 安全安心課・関係各課 

第７ 避難体制の整備 安全安心課・教育委員会・障がい者支援課・高齢者支援課・

健康課・子育て支援課 

第８ 緊急輸送体制の整備 税務課・関係機関 

第９ 帰宅困難者支援体制の整備 安全安心課・関係各課 

第１０ 救出救助体制の整備 安全安心課・健康課・障がい者支援課・高齢者支援課・消

防組合・消防団 

第１１ 医療救護体制の整備 健康課・生活福祉課・関係機関 

第１２ 要配慮者安全確保体制の整備 安全安心課・障がい者支援課・高齢者支援課 

第１３ 災害ボランティアの活動環境等

の整備 

安全安心課・関係各課 

第１４ 災害備蓄物資等の整備・供給 安全安心課・税務課・水道企業団・関係各課 

第１５ 住宅の確保体制の整備 安全安心課・関係各課 

第１６ 保健衛生・防疫体制の整備 環境課・健康課 

第１７ 災害廃棄物処理体制の整備 環境課 

第１８ 市における業務継続計画の整備 安全安心課・関係各課 

 

第１ 広域応援・受援体制等の整備 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第３節「応急活動体制の整備」第１「広域応援・受援体制

等の整備」を参照。 

 

第２ 防災体制・施設・資機材等の整備 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第３節「応急活動体制の整備」第２「防災施設・資機材等

の整備」を参照。 

 

第３ 災害救助法等運用体制の整備 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第３節「応急活動体制の整備」第３「災害救助法等運用

体制の整備」を参照。 

 

第４ 情報収集・伝達体制の整備 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第３節「応急活動体制の整備」第４「情報収集・伝達体制

の整備」を参照。 
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第５ 広報・広聴体制の整備 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第３節「応急活動体制の整備」第５「広報・広聴体制の整

備」を参照。 

 

第６ 二次災害の防止体制の整備 
市は、地震、降雨等に伴う二次災害を防止する体制を整備するとともに、被災建築物の危険度、

被災住宅の危険度、土砂災害警戒区域の危険度を応急的に判定する技術者の養成、並びに事前登

録等の活用のための施策を推進する。 

また、二次災害の防止を図るために必要な資機材の備蓄を行う。 

 

１．震災消防体制の整備 

（１）消防施設等の耐震化 

市は、初動及び活動体制を確保するため、消防庁舎の耐震化、消防待機宿舎の整備並びに消

防機動力、無線通信情報システム及び個人装備等を進める。 

（２）消防水利の強化 

①市は、地震による火災に備え、消火栓のみに偏ることなく、防火水槽、耐震性貯水槽の整

備、河川水等の自然水利の活用、水泳プ－ル、ため池等の指定消防水利としての活用等に

より、消防水利の多様化を図るとともに、その適正な配置に努める。 

②市は、消防水利の不足又は道路事情により、消防活動が困難な地域に対しては、消防水利

の増設及び可搬式動力ポンプ等の整備を推進し、地域の消火体制の強化を図る。 

（３）消防組合、消防団及び自主防災組織等の連携強化 

平常時から消防組合、消防団及び自主防災組織等の連携強化を図り、区域内の被害想定の実

施及びそれに伴う消防水利の確保、消防体制の整備に努める。 

（４）市町村相互の応援体制の強化 

市は、災害時における消防活動の万全を期するため、消防相互応援協定に基づき、相互に応

援するように努めなければならない。 

（５）火災予防査察の強化 

市は、消防組合を通じ、消防法に規定する予防査察に際し、消防用設備等の耐震性の強化を

指導する。 

（６）市民に対する啓発 

市及び消防組合は、地震発生時における住宅からの火災発生を未然に防止するため、対震安

全装置付火気使用設備器具の普及に努めるとともに、住宅防火診断等を通じ、地震発生時の火

気使用設備・火気器具の適切な取り扱い、消火器の使用方法等について啓発を行い、震災時に

おける火災の防止と消火の徹底を図る。 

また、住宅用防災機器（住警器）についても設置・普及促進に努める。なお、住宅火災によ

る被災の危険性が高い寝たきり又は一人暮らしの高齢者、身体障がいのある人等の住宅を優先

して住宅防火診断等を実施する。 
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２．地震、降雨等に伴う二次災害の防止体制の整備 

（１）水害・土砂災害・宅地災害防止体制の整備 

県及び市は、地震あるいは降雨等による二次的な水害・土砂災害・宅地災害等の危険箇所の点

検を行う地元在住の専門技術者（コンサルタント、県・市職員ＯＢ等）の登録等を推進する。 

また、市は、平常時より、災害による被害が予測される空家等の状況の確認に努めるものとす

る。 

（２）被災建築物応急危険度判定体制の整備 

被災した建築物等の地震等による倒壊、部材の落下等から生じる二次災害を防止し、市民の

安全を確保することを目的とした被災建築物の応急危険度判定体制整備を図るため、県におい

ては、応急危険度判定士の登録の推進、関係機関との連携体制の整備を図り、市においては、

被災時の連絡体制の確保に努める。 

（３）被災宅地危険度判定体制の整備 

市は、被災した宅地の被害状況を迅速・的確に把握して、地震等による二次災害を軽減・防

止し、市民の安全を確保する事を目的とした被災宅地の危険度判定体制の整備を図るため、判

定士の登録の推進及び被災時の連絡体制の確保、関係機関との連携体制の整備、技術の向上対

策に努める。 

 

３．危険物施設等災害予防対策 

県、消防本部等及び消防法（昭和２３年法律第１８６号）上の危険物を取り扱う施設の関係者

は、地震発生に起因する危険物の漏洩、爆発等に備え、平常時から危険物施設の安全確保に努め

る。 

（１）危険物施設の関係者が実施する対策 

大規模な地震発生による影響を十分に考慮し、施設の耐震性の向上に努める。 

（２）消防機関が実施する対策 

①既設の危険物施設については、地震に起因する危険物の火災、流出事故等の災害の発生を

予防するため、施設の関係者に対し、地震発生時の安全確保についての必要な安全対策を

周知するとともに、再点検を求める。 

②危険物施設の関係者に対し、耐震性の向上を図るため、必要に応じて改修、移転等の指導、

助言等を行う。 
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第７ 避難体制の整備 
市は、関係機関と関連して、災害時に市民等の生命及び身体を守るため、市民等が安全・的確

に避難行動・活動を行うために必要な体制を整備しておくとともに、指定緊急避難場所・指定避

難所、避難路等の選定及び整備を行い、計画的な避難対策の推進を図る。 

市は、備蓄等、防災に関する諸活動の推進に当たり、公共用地・公有財産の有効活用を図る。 

市は、避難場所、避難路、防災拠点等の災害時において防災に資する公共施設の積極的整備を

図るものとする。 

市は、所有者不明土地を活用した防災空地、備蓄倉庫等の整備、災害発生のおそれのある所有

者不明土地の管理不全状態の解消等、所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法に基

づく措置を活用した防災対策を推進するものとする。 

１．避難誘導体制の整備及び誘導方法の習熟 

（１）避難誘導計画の策定と訓練 

市は、災害発生時に、安全かつ迅速な避難誘導が行えるよう、市地域防災計画等の中に避難

誘導計画をあらかじめ策定し、訓練を行う。その際、複合的な災害が発生することを考慮する

よう努める。 

なお、避難計画の策定に当たっては、避難の長期化についても考慮するものとし、やむを得

ず指定避難所に滞在することができない避難者が必要とする物資や保健医療サービス、正確な

情報及び居住地以外の市町村に避難する避難者が必要な情報や支援・サービスを、容易かつ確

実に受け取ることのできる体制の整備にも努める。 

①避難指示、高齢者等避難を行う基準、伝達方法、発令区域・タイミング 

②避難指示等に係る権限の代行順位 

③指定緊急避難場所等の名称、所在地、対象地区及び対象人口 

④指定緊急避難場所等への経路及び誘導方法 

⑤避難行動要支援者に配慮した避難支援体制 

（２）避難情報の判断・伝達マニュアルの作成 

市は、緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難について、「避難情報に関するガイドライン」

を指針とし、県、気象台、河川管理者や学術経験者の協力を得て、令和３年度に避難情報の判

断伝達マニュアルを作成している。 

また、避難情報を発令する際に、国又は県に必要な助言を求めることができるよう、連絡調

整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の共有を徹底する等必要な準備を整え

ておく。 

（３）避難行動要支援者に対する避難誘導体制の整備 

①個別避難計画の作成 

市は、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認を行うため、国により示された「避

難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」（平成２５年８月）等を参考とし、避難

行動要支援者の状況把握、避難支援者の登録等を積極的に行い、避難行動支援が適切に行わ

れるよう、避難行動要支援者名簿を整備するとともに、具体的な避難方法等についての個別

避難計画の作成に努めなければならない。 

②市民等の連携 

市は、市民、自主防災組織や福祉事業者等の協力を得ながら、平常時より情報伝達体制の

整備、避難行動要支援者に関する情報の把握・共有等の避難行動要支援者の避難誘導体制の
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整備を図る。 

また、避難が必要な際に避難行動要支援者に避難を拒否されることで避難に時間を要し、

避難を誘導・援護する市民、自主防災組織、福祉事業者や消防団の避難の遅れを極力防ぐた

め、日頃から避難行動要支援者に対する避難訓練を実施する等、避難行動要支援者に対して

避難の重要性の認識を普及させ、円滑に避難を実施できる体制の構築に努める。 

なお、避難行動要支援者の情報の把握等については、本節第１２「避難行動要支援者安全

確保体制の整備」による。 

（４）広域避難体制の整備 

県及び市は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に円滑な広域一時滞在及び広

域避難が可能となるよう、他の地方公共団体との広域一時滞在に係る応援協定の締結や、広

域避難における居住者等及び広域一時滞在における被災住民（以下「広域避難者」という。）

の運送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定の締結に努める。 

また、市及び運送事業者等は、発災時の具体的な避難・受入方法を含めた計画を定め、関

係者間で適切な役割分担を行ったうえで広域避難を実施するよう努めるものとする。 

市は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に併せて広域避難及び広域一時滞在 

の用にも供することについても定めるなど、他の市町村からの避難者を受け入れることがで

きる施設等をあらかじめ決定しておくよう努める。 

市は、確実に要配慮者を受入れることができるよう、福祉避難所への広域避難に関する体

制を構築する。 

 

２．避難路、指定緊急避難場所・指定避難所の選定・指定及び避難者の生活環境の整備 

（１）避難路の選定 

①選定に当たっては、危険区域及び危険箇所を通過する経路はつとめて避けること。 

②車両通行可能な程度の広い道路を選定すること。 

（２）避難路の整備 

①誘導標識、誘導灯、誘導索を設け、その維持に努めること。 

②避難路上の障害物件を除去すること。 

（３）指定緊急避難場所、指定避難所の指定 

①指定緊急避難場所の指定 

市は、公園、公民館、学校等の公共的施設等を対象に、地域的な特性や過去の教訓、想定

される災害等を踏まえ、その管理者の同意を得た上で、災害の危険が切迫した緊急時におい

て安全が確保される指定緊急避難場所（災害対策基本法施行令第２０条の３で定める基準

（被災が想定されない安全区域内に立地する施設等又は安全区域外に立地するが災害に対

して安全な構造を有し、想定される洪水等の水位以上の高さに避難者の受け入れ部分及び当

該部分への避難経路を有する施設であって、災害発生時に迅速に避難場所の開設を行うこと

が可能な管理体制等を有するもの）に適合する施設又は場所）をあらかじめ指定し、公示す

るとともに、市民への周知徹底を図る。 

指定緊急避難場所は、災害種別に応じて指定がなされていること、及び避難の際には発生

する恐れのある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべきであることにつ

いて、日頃から市民等への周知徹底に努める。指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置

する場合は、ＪＩＳ規格に基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応し
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た避難場所であるかを明示するよう努める。 

また、指定した緊急避難場所については、災害の危険が切迫した緊急時において、施設の

開放を行う担当者をあらかじめ定める等管理体制を整備しておく。 

指定緊急避難場所の管理者は、当該避難場所を廃止し、又は改築その他の事由により、当

該避難場所の現状に避難者の滞在の用に供する部分の総面積の十分の一以上の増減を伴う

変更を行う場合は、市に対し、当該変更の内容を記載した届出書を提出することにより、届

け出なければならない。 

② 指定避難所の指定 

市は、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害、感染症対策等を踏まえ、災害が発生

した場合における適切な避難所の確保を図るため、災害対策基本法施行令第２０条の６で定

める基準に適合する公共施設その他の施設を、当該施設の管理者（市を除く）の同意を得て、

避難者が避難生活を送るために必要十分な指定避難所をあらかじめ指定し、公示する。 

また、平常時から、指定避難所の場所、収容人数等について、市民への周知徹底を図るも

のとし、災害時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知することも想定し、ホームペー

ジやアプリケーション等の多様な手段の整備に努める。 

なお、学校を指定避難所として指定する場合は、学校が教育活動の場であることに配慮す

る。指定避難所としての機能は応急的なものであることを認識の上、避難所となる施設の利

用方法等について、事前に教育委員会等の関係部局や市民等の関係者と調整を図る。 

また、学校における指定避難所運営に関しては、県及び市の本部班と避難収容班が連携し、

適切な協力体制の構築に努める。併せて、指定避難所として指定されている学校の災害時の

安全性確保のための方策を検討する。 

③ 福祉避難所の指定・管理 

市は、指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障がいのある人、医療

的ケアを必要とする者等の要配慮者のため、必要に応じて福祉避難所を指定するよう努める。 

特に、医療的ケアを必要とする者に対しては、人工呼吸器や吸引機等の医療機器の電源の

確保等の必要な配慮をするよう努めるものとする。 

また、福祉避難所について、受入れを想定していない避難者が避難してくることがないよ

う、必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として指定避難所を指定する際に、受入れ対象者

を特定して公示する。 

さらに、前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調整の

上、個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際に福祉避難所へ直接避難

することができるよう努める。 

なお、要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられており、災害が発生した場

合において要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が整備され、主として要配慮

者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保される施設等を指定する。 

④指定緊急避難場所・指定避難所の整備 

適当な施設又は場所が存在しない場合は、高台等に安全な指定緊急避難場所・指定避難所

を整備し、指定するよう努める。災害の想定等により必要に応じて、近隣の市町村の協力を

得て、指定緊急避難場所を近隣市町村に設ける。 

⑤指定緊急避難場所と指定避難所の関係 

指定緊急避難場所と指定避難所は、相互に兼ねることができるが、指定緊急避難場所と指
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定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害においては当該施設に避難することが

不適当である場合があることを日頃から市民等への周知徹底に努める。 

（４）指定緊急避難場所・指定避難所の機能の整備 

①連絡手段の整備 

市は、災害対策本部と指定緊急避難場所・指定避難所との間の連絡手段を確保するため、

防災行政無線等の通信機器等の整備の充実化を図る。 

④ 指定緊急避難場所の設備等の整備 

指定緊急避難場所においては、非常用照明施設、非常用電源、防災行政無線等の通信機器、

ラジオ等避難者による災害情報の入手に資する機器の整備、施設の耐震性等の安全性の確保

に努める。県は、これらについて適宜助言するよう努める。 

③指定避難所の設備等の整備 

ア）市は、指定避難所に必要な安全性及び良好な居住性を確保し、発災時に食料、飲料水、

衣料、医薬品その他の生活関連物資の配布及び保健医療サービスの提供その他避難所に滞

在する避難者の生活環境を整備するために、貯水槽、仮設トイレ、マンホールトイレ、マ

ット、非常用照明施設、非常用電源、ガス設備、衛星通信等の通信機器、テレビ、ラジオ

等避難者による災害情報の入手に資する機器の整備、施設の耐震性等の安全性の確保のほ

か、空調、洋式トイレ等の要配慮者にも配慮した施設整備に努める。また、停電時におい

ても、施設・設備の機能が確保されるよう、再生可能エネルギーの活用を含めた非常用発

電設備等の整備に努めるものとする。 

イ）必要に応じ、良好な生活環境を確保するために、換気、照明等の整備にも努める。 

ウ）市は、感染症対策のため、平常時から、指定避難所のレイアウトや動線等を確認して

おくとともに、感染症患者が発生した場合の対応を含め、安全安心課と健康福祉部が連

携して、必要な措置を講じるよう努めるものとする。 

エ）指定避難所又はその近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、携帯トイ

レ、簡易トイレ、常備薬、マスク、消毒液、体温計、 段ボールベッド、パーティション、

炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資や感染症対策に必要な物資等を備蓄するよ

う努める。また、備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、子供にも配慮するもの

とする。 

オ）指定避難所となる施設において、あらかじめ、必要な機能を整理し、備蓄場所の確保、

通信設備の整備等を進めるものとする。また、必要に応じ指定避難所の電力容量の拡大

に努めるものとする。 

カ）指定避難所の円滑な運営を図るため、指定避難所の生活環境の改善に資するパーティ

ション等の必要な物資の供給体制を構築する。また、災害により指定避難所等が被災し

た場合に備え、電気設備や空調設備の応急復旧に関し事前に所要の協定を締結する。 

④指定緊急避難場所・指定避難所の管理・運営体制整備 

ア）指定緊急避難場所の管理責任者をあらかじめ定めるとともに、管理責任者が被災等に

より早急に駆け付けられない可能性を考慮し、確実に利用できるよう複数箇所での鍵管

理や、必要に応じて避難場所の開錠･開設を自主防災組織で担う等、市民等関係者・団体

との協力体制等を整備する。 

イ）市は、避難所運営マニュアルの作成、訓練等を通じて、指定避難所の運営管理のため

に必要な知識等の普及に努める。この際、市民等への普及に当たっては、市民等が主体
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的に指定避難所を運営できるように配慮するよう努める。特に、夏季には熱中症の危険

性が高まるため、熱中症の予防や対処法に関する普及啓発に努めるものとする。 

ウ）市は、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に

指定避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努める。 

エ）市及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確保のため

に、専門家、ＮＰＯ・ボランティア等との定期的な情報交換や避難生活支援に関する知

見やノウハウを有する地域の人材の確保・育成 に努めるものとする。 

オ）市及び県は、｢災害時健康管理支援マニュアル｣等に基づき、指定避難所における妊産

婦、新生児や乳幼児、難病患者、介護が必要な高齢者等、特にきめ細かな支援が必要な

要配慮者への健康管理支援に配慮する。 

カ）県及び市は、多様な性の視点を踏まえた避難所運営を行えるよう、災害発生時の対応

力を培った女性リーダー等の育成に努める。また、男女共同参画の視点から、人権政策

課が災害対応について庁内及び避難所等における連絡調整を行うとともに、平常時及び

災害時における人権政策課（男女共同参画推進センター）の役割について，安全安心課

と人権政策課が連携し明確化しておくよう努める。 

キ）市は、「福岡県災害時ペット救護マニュアル」を参考に、ペット同行避難について市地

域防災計画及び避難所運営マニュアルに反映する。 

ク）市は、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に

関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案し

ながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努める。 

（５）避難所、避難路等の市民への周知 

市は、避難路・避難所等について平常時から以下の方法で周知・徹底を図る。 

なお、防災マップの作成に当たっては市民も参加する等の工夫をすることにより、災害から

の避難に対する市民等の理解の促進を図るよう努める。 

①防災マップの作成、配布による周知 

②指定緊急避難場所等を指定した際の公示 

③市の広報紙、インターネットによる周知 

④案内板等の設置による周知 

ア）誘導標識        イ）指定緊急避難場所・指定避難所案内図 

ウ）指定緊急避難場所・指定避難所表示板 

⑤防災訓練による周知 

⑥防災啓発パンフレットの作成、配布による周知 

⑦避難計画に基づく避難地図（地区別防災カルテ等）の作成、配付による周知 

⑧自主防災組織等を通じた周知 

（６）多様な避難状況の把握 

①車中泊・テント泊等の避難状況の把握 

ア）市は、指定避難所以外の避難実態を把握することができるよう福岡県避難所運営マニ

ュアル作成指針に基づき、避難所運営マニュアルを作成するとともに、指定避難所以外

の避難実態を把握する。 

イ）市は、避難所運営マニュアルに基づき、指定避難所以外の避難者を支援する。 

②避難者の把握等についての避難所運営訓練の実施 
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市は、自主防災組織、自治会等の市民を対象に、ＮＰＯ等の関係団体と連携した避難所運

営訓練を実施し、多様な避難者の状況把握の方法について習熟するよう努める。 

 

３．学校、病院等における避難計画 

学校、社会福祉施設、病院、大規模集客施設等の施設の管理者は、消防法に基づき作成する消防

計画等に、以下の事項に留意した避難に関する計画を作成する等して、避難対策の万全を図る。 

（１）学校等の避難計画 

学校等においては、多数の生徒等を混乱なく、安全に避難させ、身体及び生命の安全を確保

するために、それぞれの地域の特性を考慮した上で、次の事項等に留意して学校等の実態に即

した適切な避難対策を図る。 

①避難実施責任者、避難誘導責任者及び補助者の指定 

②避難場所の選定、収容施設の確保 

③避難誘導の要領 

ア）避難者の優先順位    イ）避難場所、経路及びその指示伝達方法 

ウ）避難者の確認方法 

④生徒等の保護者への連絡及び引渡方法（定まっていない場合は、県又は市は、定めるよう

に促す。） 

⑤防災情報の入手方法 

⑥市への連絡方法（市は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害発生

時における幼稚園・保育所・認定こども園等の施設と市、施設間の連絡・連携体制の構築

に努める。） 

（２）社会福祉施設等における避難計画 

社会福祉施設等においては、それぞれの地域の特性等を考慮するとともに、避難対象者の活

動能力等についても十分配慮し、次の事項等に留意して施設等の実態に即した適切な避難対策

を図る。 

また、避難対象者の活動能力により、被災地周辺の施設だけでは避難所が足りないことも想

定されることから、大規模災害に伴う施設の転所等について、関係団体等と協議しながら県内

施設間の協力体制を整備するとともに、県域を越える広域避難が必要な場合も想定し、他県と

の連携に努める。 

①避難実施責任者、避難誘導責任者及び補助者の指定 

②避難場所の選定、収容施設の確保 

③避難誘導の要領 

ア）避難者の優先順位 

イ）避難所（他の社会福祉施設含む）及び避難経路の設定並びに収容方法（自動車の活用

による搬出等）及びその指示伝達方法 

ウ）避難者の確認方法 

④家族等への連絡方法（定まっていない場合は、市は、定めるように促す。） 

⑤防災情報の入手方法 

⑥市への連絡方法（市は、避難対象者の安全で確実な避難のため、災害発生時における社会

福祉施設と市、施設間の連絡・連携体制の構築に努める。） 

（３）病院等における避難計画 
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病院等においては、患者を他の医療機関又は安全な場所へ集団的に避難させる場合を想定し、

被災時における病院等施設内の保健、衛生の確保、入院患者の移送先施設の確保、転送を要す

る患者の臨時収容場所、搬送のための連絡方法と手段、病状の程度に応じた移送方法、搬送用

車両の確保及び通院患者に対する病院等周辺の安全な避難場所及び避難所についての周知方

法を定める等、適切な避難対策を図る。 

また、病院等の医療機能の維持が困難になった場合についても、入院患者の移転等について、

関係団体等と協議しながら県内施設間の協力体制の整備に努めるとともに、県域を越える移転

が必要な場合も想定し、他県との連携に努める。 

（４）大規模集客施設等の避難計画 

高層建築物、百貨店等大規模小売店舗、ホテル、旅館、駅等の不特定多数の人が出入りする

施設の設置者又は管理者は、それぞれの地域の特性や人間の行動、心理の特性を考慮した上で、

避難場所、経路、誘導及び指示伝達の方法を定める等、適切な避難対策を図る。 

 

 

第８ 緊急輸送体制の整備 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第３節「応急活動体制の整備」第８「緊急輸送体制の整

備」を参照。 

 

第９ 帰宅困難者支援体制の整備 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第３節「応急活動体制の整備」第９「帰宅困難者支援体

制の整備」を参照。 

 

第１０ 救出救助体制の整備 
震災時においては、倒壊家屋の下敷き、崩壊土砂中に生き埋めとなった者等の人命の救出救助

が優先されなければならない。そのため、平常時から救出救助体制について検討し、救出用資機

材を整備しておく。 

 

１．救出救助体制の整備 

（１）市民及び自主防災組織における救出救助体制の検討 

地震発生直後における倒壊家屋等の生き埋め者の救出は、市民、自主防災組織に依拠するべ

き部分が極めて大きい。そのため、市民及び自主防災組織は、地震時における救出救助活動方

法に習熟しておくととともに、必要な体制を検討しておく。 

市は、市民及び自主防災組織が行うこれらの活動等を支援する。 

（２）市及び消防機関における救出救助体制の整備 

市及び消防機関は、地震時に円滑に救出救助体制が確立できるよう、平常時から救出隊の編

成方法等救出救助体制の整備を行う。 

（３）警察における救出救助体制の整備 

警察は、地震時における救出救助活動方法に習熟しておくとともに、必要な救出救助体制を

整備する。 

（４）県における活動体制の整備 

県は、地震時においては、市の被害状況及び救急救助を必要とする状況を把握し、関係機関
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が連携して救出救助を行えるよう連絡、調整する必要があるため、災害対策本部と緊急消防援

助隊調整本部等の連絡体制整備を行う。 

 

２．救出用資機材の整備 

市及び消防機関は、多数の発生が予想される救出事案に迅速・的確に対処するため、救出用資

機材を計画的に整備する。 

また、重機等については建設業者の所有する機材を借り上げる等協力体制を整備する。 

 

３．消防団、自主防災組織、市民の救出活動能力向上のための教育、指導 

市及び消防機関は、多数の救出事案発生に対して重要な役割を期待される消防団、自主防災組

織、市民に対し、救出救助活動を効果的に実施するための教育指導を推進する。 

県は、市及び消防機関が行うこれらの活動等を支援する。 

 

 

４．要配慮者に対する救出救護体制の整備 

市は、一人暮らしの高齢者や障がいのある人等の要配慮者に対する人命の安全確保を図るとと

もに、救護体制の充実を図る。 

 

５．医療機関との連携体制の整備 

県、市及び消防機関は、医療行為を行う医療機関と連携した救出救助を行うため、連携体制の

整備を行う。 

 

第１１ 医療救護体制の整備 
大規模な災害発生時には、局地的又は広域的に多数の傷病者が発生することが想定され、かつ

即応体制が要求されるため、これに対応できる医療救護体制を整備する。救助の万全を期するた

め、必要な計画の作成、強力な救助組織の確立並びに労務、施設、設備、物資及び資金の整備に

努める。 

また、災害時に医薬品等が大量に必要となることから、医薬品等の確保・供給体制を整備する。 

 

１．医療救護活動要領への習熟 

市は、第３章「災害応急対策計画」第１１節「医療・救護活動」及び「 福岡県 災害時医療救

護マニュアル」に示す活動方法・内容に習熟する。 

 

２．医療救護体制の整備 

（１）情報収集・連絡体制の整備 

①通信体制の構築 

県、市及び医療関係機関等は、発災時における救助・救急・医療及び消火に係る情報の収

集・連絡・分析等の重要性にかんがみ、情報連絡・災害対応調整等のルール化や通信手段を

確保するとともに、その多様化に努める。 

また、医療機関及び医療機関相互の連絡体制の整備を図るとともに、対応する患者の分担

等、医療機関の連絡・連携体制についての計画を作成するよう努める。 
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②広域災害・救急医療情報システムの整備 

災害時における医療機関の被害状況、医療従事者の支援・要請状況、医療機関の診療の可

否、受入可能患者数、患者転送要請数等、医療情報の迅速かつ的確な収集、伝達及び速やか

な医療救護活動の実施を図るため、県は、県救急医療情報センターの広域災害・救急医療情

報システムを拡充強化するとともに、災害時において積極的な活用が図られるよう、災害拠

点病院及び救急病院等は、平常時から情報入力を確実に行う。 

ア）災害拠点病院等医療機関、県医師会・地区医師会、市、保健福祉環境事務所、県、消防

本部等とのネットワーク化と通信ルートの二重化（無線、有線）を図る。 

イ）隣接県との情報の共有化、全国ネットワーク化を図る。 

ウ）災害発生時は、県救急医療情報センターを県災害医療情報センター、保健所を地域災

害医療情報センター、災害拠点病院等をそのサブセンターとして機能するものとし、二

次医療圏単位を基本とするネットワーク化を図る。 

エ）収集した医療情報について、必要に応じ、福岡県防災情報等メール配信システム「防

災メール・まもるくん」及び報道機関等を活用して、市民及び人工透析等特定の医療情

報を必要とする者への情報提供を行う。 

（２）医療救護チームの整備 

市は、災害時における初動医療救護活動を第一次的に実施することから、筑紫医師会等と協

議調整し、災害時における医療救護活動に関する協定締結をする等して、あらかじめ医療救護

チームを編成する。 

①編成対象機関 

市（筑紫医師会等） 

県（保健福祉環境事務所）国（大学病院、国立病院機構、療養所、その他国関係病院） 

県医師会、県歯科医師会、災害拠点病院、日本赤十字社福岡県支部 

②編成基準 

医療救護チームの構成は、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、事務職員、運転手等を含む

ものとし、各チームの人数については災害の規模により適宜定める。 

（３）災害拠点病院等の整備 

県は、医療救護所では対応できない重症者等の救命医療を行うための高度な診療を有する地

域の中核的な救命医療施設を災害拠点病院として整備するとともに、災害時における増加する

医療ニーズに対応するため、県内の救急病院等からも積極的な支援が得られるよう体制を整備

する。 

①救急病院等 

現行の救急医療体制を担う救急病院等において、災害時にも当該施設の機能に応じた被災

者の収容、治療等が円滑に行えるよう、日頃から災害対策マニュアルの作成やこれに基づく

自主訓練の実施等を通じ、災害時の体制整備を図るものとする。 

②ヘリコプター離着陸場 

県及び市は、災害拠点病院や救急病院等の近隣の公園やグランド等を災害時における臨時

ヘリコプター離着陸場として選定しておくとともに、災害拠点病院にヘリコプター離着陸場

の整備促進を図る。 

（４）医療救護用資機材・医薬品等の整備 

①市及び防災関係機関は、救助工作車、救急車、照明車等の車両、ヘリコプター等の応急措
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置の実施に必要な救急救助用資機材の確保に努める。県及び市は、担架ベッド、応急仮設

テント、緊急電源装置等の応急措置の実施に必要な救急救助用資機材の整備又は確保に努

める。その際、国は、整備すべき資機材に関する情報提供等を行う。 

また、国、県及び市は、当該機関に係る資機材の保有状況を把握するとともに、必要に

応じ情報交換を行い、適切な救助・救急用資機材の整備に努める。 

②日本赤十字社、県及び市は、傷病者が多人数にのぼる場合を想定し、応急救護用医薬品、

医療資機材等の備蓄に努める。 

（５）医療機関の災害対策 

医療機関は、自ら被災することを想定して災害対策マニュアルを作成するとともに業務継続

計画の作成に努める。また、作成したマニュアルに基づく自主訓練を行うなど、各医療機関レ

ベルでの災害対策を講じるものとする。 

（６）市民等の自主的救護体制の整備 

大規模地震時には、救急車等搬送手段の不足、通信の途絶、交通混乱等により、医療活動、

救急搬送活動が困難となることが予想される。そのため、市は、自主防災組織、市民等に対し、

近隣の救護活動や医療機関への搬送活動等について自主的に対応する必要があることを広報、

研修等により周知徹底し、自主的救護体制の整備を推進する。 

（７）医療機能の維持体制の整備 

医療機関は、医療機能を維持するために必要となる、水、電力、ガス等の安定的供給及び水

道施設等が被災した場合の応急措置及び緊急復旧について、必要な措置を講ずるとともに、こ

のことについて関係事業者と協議しておく。 

 

第１２ 要配慮者安全確保体制の整備 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第３節「応急活動体制の整備」第１２「要配慮者安全確

保体制の整備」を参照。 

 

第１３ 災害ボランティアの活動環境等の整備 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第３節「応急活動体制の整備」第１３「災害ボランティ

アの活動環境等の整備」を参照。 

 

第１４ 災害備蓄物資等の整備・供給 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第３節「応急活動体制の整備」第１４「災害備蓄物資等

の整備・供給」を参照。 

 

第１５ 住宅の確保体制の整備 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第３節「応急活動体制の整備」第１５「住宅の確保体制

の整備」を参照。 

 

第１６ 保健衛生・防疫体制の整備 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第３節「応急活動体制の整備」第１６「保健衛生・防疫体

制の整備」を参照。 
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第１７ 災害廃棄物処理体制の整備 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第３節「応急活動体制の整備」第１７「災害廃棄物処理

体制の整備」を参照。 

 

第１８ 市における業務継続計画の整備 
風水害対策編第２章「災害予防計画」第３節「応急活動体制の整備」第２０「市における業務

継続計画の整備」を参照。 
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第３章 災害応急対策計画 
 

 

第１節  応急活動体制  

第２節  防災気象情報の収集・伝達  

第３節  被害情報等の収集・伝達  

第４節  災害広報・広聴  

第５節  応援要請・受け入れ  

第６節  災害救助法の適用  

第７節  避難対策  

第８節  要配慮者支援対策  

第９節  安否情報の提供  

第１０節  消防・救出・救助活動  

第１１節  医療・救護活動  

第１２節  二次災害の防止対策  

第１３節  交通対策・緊急輸送  

第１４節  生活救護活動  

第１５節  住宅対策  

第１６節  衛生・清掃対策  

第１７節  遺体の処理・埋葬  

第１８節  公共施設等の応急対策  

第１９節  文教対策  

第２０節  公安警備活動  
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第１節 応急活動体制 

区分 項目 担当班 

応急活動体制の確立 

第１ 職員の動員配備 本部班・各班共通 

第２ 災害警戒本部の設置 関係各班 

第３ 災害対策本部の設置 本部班 

第４ 災害対策本部の運営 関係各班 

第５ その他 関係各班 

 

第１ 職員の動員配備 
災害が発生し、又は発生する恐れがある場合、必要に応じ災害対策本部を設置し、緊密な連絡、

協力のもとに災害応急対策を実施する。特に、発災当初の７２時間は、救命・救助活動において

極めて重要な時間帯であることを踏まえ、人命救助及びこのために必要な活動に人的・物的資源

を優先的に配分する。 

また、災害発生時の迅速かつ円滑な救助の実施体制の構築に向けて、あらかじめ、救助に必要

な施設、設備、人員等について意見交換を行う。 

 

１．配備の基準 

地震時の配備基準は、震度情報・災害の状況に基づき、次の配備基準による。 

 

■ 配備基準（地震時） 

本
部 

配

備 

配 備 基 準 
主な活動 配備職員 

震度 警戒・被害の目安 

災
害
警
戒
本
部 

警
戒
２
号
配
備 

震度４ 

◆情報収集が必要になっ

た時 

◆局地的に軽微な災害が

発生した時 

◆情報の収集伝達 

◆被害状況の把握 

警戒配備の１班 

○副市長・教育長 

○各部長 

○各所属管理職・係長等 

６０名～７２名 

災
害
対
策
本
部 

非
常
配
備 

震度５弱 

以上 

◆土砂崩れの警戒が必要

になった時 

◆各地で物的被害が発生

した時 

◆人的被害が発生した時 

◆避難所開設が必要にな

った時 

◆情報の収集伝達 

◆被害状況の把握 

◆二次災害の警戒 

◆救出・救護・救援 

◆応急復旧 

警戒配備の２班 

（増加配備要員含む。） 

 

全職員の約２/３ 

◆広範囲に大規模な災害

が発生した時 
◆災害応急対策の全活動 全職員 

 

２．動員の指令 

各配備に必要な職員の動員指令は、次の系統により行う。夜間・休日においても、宿直員によ

る情報受信体制や連絡体制を整備する。 

なお、勤務時間外において、当該職員は、震度情報や災害の状況が前項の「１．配備の基準」

に定める事項に該当することを知ったとき、動員指令を待つことなく自主的に参集する。 
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■ 動員指令の系統 

 

 

 

 

 

 

 

３．参集の場所 

勤務時間内及び勤務時間外ともに、参集場所は本部が定める場所とする。（なお、災害現場に

直行する指示を受けた場合は、この限りでない） 

 

４．参集の報告 

参集した職員は、班長又は班長代理等に参集報告をする。各部長は、部内の参集状況をとりま

とめ、本部長に報告する。 

 

第２ 災害警戒本部の設置 

１．災害警戒本部の設置 

副市長は、次の場合で必要と認めるときは、災害警戒本部（以下「警戒本部」という。）を設置

する。 

 

■ 警戒活動の基準 

◆市域に震度４の地震が発生したとき 

◆その他の状況により副市長が必要と認めたとき 

 

２．設置・指揮の権限 

副市長は、警戒本部の設置及び指揮を行うが、副市長の判断を仰ぐことができない場合は、次

のとおりとする。 

第１順位：教育長     第２順位：総務部長     第３順位：市民生活部長 

 

３．災害警戒本部の組織 

警戒本部の組織及び役割は、次のとおりとする。 

警戒本部長 副市長 ◆本部の事務を総括し、所属の職員を指揮監督する。 

警戒副本部長 教育長 ◆本部長を補佐する。 

部   長 各部長 ◆本部長の命を受け、部の事務に従事する。 

班   長 本部長が指名する ◆部長の命を受け、班の事務を掌握する。 

班に属する職員 本部長が定める ◆上司の命を受け、班の事務に従事する。 

 

 

 

消 防 本 部 等 

市 長 

副 市 長 

教 育 長 

各部長 

各所属管理職(所属長等) 

安全安心課(危機管理担当) 

職 員 

要請 

連絡 

指示 

連絡 
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４．警戒本部の主な活動内容 

警戒本部の主な活動内容は、次のとおりとする。 

◆地震情報等の収集・伝達            ◆市域の被害情報の収集 

◆県及び関係機関への被害状況の伝達       ◆市民等への気象情報等の伝達 

 

５．警戒本部の廃止並びに移行措置 

警戒本部長は、災害の危険が解消したと認められる場合、警戒本部を廃止する。 

なお、災害が拡大したとき、もしくは拡大の恐れがある場合、市長の判断により災害対策本部

へ移行する。 

 

第３ 災害対策本部の設置 

１．災害対策本部の設置 

市長は、次の場合で必要と認めるときは、災害対策本部（以下｢本部｣という。）を設置する。 

◆市域に震度５弱以上の地震が発生したとき   ◆その他状況により市長が必要と認めたとき 

※資料編：3-3 那珂川市災害対策本部条例 

 

２．設置、指揮の権限 

市長は、本部の設置及び指揮を行うが、市長の判断を仰ぐことができない場合は、次のとおり

とする。 

第１順位：副市長  第２順位：教育長  第３順位：総務部長  第４順位：市民生活部長 

 

３．本部の設置場所 

◆本部は市役所庁舎内に置く。 

◆本部を設置したときは、市役所正面玄関及び本部室前に｢那珂川市災害対策本部｣等の標識を掲示す

る。 

◆市役所が建物損壊等により本部機能を全うできないとき、又は本部機能を全うできないと予想され

る場合（※）は、本部長（市長）の判断により、次のいずれかの施設に本部を移設する。なお、移

設先は状況により判断するが、下記の通り優先順位を付ける。 

第１順位：市民体育館    第２順位：中央公民館   第３順位：ミリカローデン那珂川 

（※）災害対策本部移設間の処置 

移設決定（移設準備）～移設完了までの間も本部活動を継続する。 

 

４．現地災害対策本部 

被災地の近傍に応急活動拠点を設置する必要が生じた場合には、本部長は現地災害対策本部

（以下｢現地本部｣という。）を設置する。 

◆現地本部の長は、本部長が指名する。 

◆現地本部は、災害現場での指揮・関係機関との連絡調整を行う。 

◆現地本部は、災害現場での応急活動を行う。 
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５．本部の廃止 

本部長は、予想された災害の危険が解消したと認められたとき、もしくは災害発生後における

応急措置が完了したと認められるとき、本部を廃止する。 

 

６．本部の設置及び廃止の通知 

本部班・情報班は、本部を設置、又は廃止したとき、次のとおり通知・公表を行う。 

担当 通知及び公表先 通知及び公表の方法 

本部班 

情報班 

関係機関 一般電話、県防災・行政情報通信ネットワーク、その他 

各班 庁内放送及びＭＣＡ無線機、一般電話、その他 

報道機関 県防災・行政情報通信ネットワーク 

市民 市ホームページ、ＳＮＳ等、広報車並びに報道機関を通じて公表 

 

第４ 災害対策本部の運営 

１．本部の組織 

本部の組織及び役割は、次のとおりである。 

本部長 市長 ◆本部の事務を総括し、所属の職員を指揮監督する。 

副本部長 副市長・教育長 
◆本部長を補佐し、本部長に事故等があるときは、その職務を代

理する。 

本部長付 消防団長 ◆本部長と連携し、市の応急対策活動に協力する。 

部長 各部長 ◆本部長の命を受け、部の事務に従事する。 

班長 
所属長の内から本部

長が指名する 
◆部長の命を受け、班の事務を掌握する。 

班員 班に所属する職員 ◆上司の命を受け、班の事務に従事する。 

※本部組織の標準構成を、節末の那珂川市災害対策本部組織図に示す。 

 

２．本部会議 

本部長は、本部会議を開催し災害応急対策の方針の決定や各部の連絡・調整を行う。 

本部会議の開催時期 ◆本部設置後随時        ◆その他本部長が必要と認めた場合 

本部会議の構成員 

◆本 部 長（市 長）      ◆副本部長（副市長・教育長） 

◆本部長付（消防団長）     ◆部  長（各部長） 

◆その他本部長が指名する職員 

事務局 
◆市民生活部（安全安心課 危機管理担当） 

◆その他必要な職員 

報告事項 ◆各部の配備体制        ◆緊急措置事項 

 

 

 

協議事項 

 

 

◆被害状況の把握 

◆応急対策に関すること 

◆本部の配備体制の切り替え及び廃止に関すること 

◆自衛隊・県・他市町及び公共機関への応援の要請に関すること 

◆避難の指示、警戒区域の指定に関すること 

◆災害救助法の適用に関すること 
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協議事項 

◆激甚災害の指定に関すること 

◆応急対策に要する予算及び資金に関すること 

◆市民向け緊急声明の発表に関すること 

◆国･県等への要望及び陳情等に関すること 

◆その他災害対策の重要事項に関すること 

 

３．関係機関連絡室の設置 

災害対策本部と各防災機関との災害応急対策連絡業務等により、来庁する次の防災機関職員相

互の円滑なる連帯強化を図るため、連絡室を設置する。 

◆自衛隊       ◆消防機関      ◆警察       ◆農林事務所 

◆県土整備事務所   ◆ライフライン機関  ◆医師会      ◆その他 

 

４．事務分掌 

各班の所掌事務は、那珂川市災害対策本部事務分掌表のとおりとする。 

ただし、災害の状況に応じて柔軟な対応をとるため、事務分掌は本部長の命により変更するこ

とがある。 

 

第５ その他 

１．緊急連絡網の作成 

（１）所属（課・室・局）の緊急連絡網を作成し、見やすい場所に掲示するとともに、災害対策本

部用として、事務局（安全安心課）に｛写し｝を提出すること。 

（２）緊急連絡網に変更が生じた場合は、速やかに変更作業を行うこと。 

（３）緊急連絡網は、勤務時間外を想定したものであること。 

 

２．災害対策本部での事務内容の確認 

従事職員は、那珂川市災害対策本部・事務分掌表の内容を熟知しておくこと。 

 

３．交代要員の確保 

災害が長期化した場合は、必要に応じてローテーション体制への移行や広域的要請による交代

要員の確保を図ること。 

 

４．その他 

災害発生時には、相当の危険性が職員にも及ぶ恐れがあることから複数の職員で安全を確認し

ながら活動すること。 
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■ 那珂川市災害対策本部組織図 

那珂川市災害対策会議       

        

災害対策本部  

部 班 平常時構成組織 
災害対策 

本部 本部長 副本部長 
本部員 

(部長) 
 

市長 

副市長 

 

 

 

教育長 

総務部長 

 

災対総務部 

本部班 

安 全 安 心 課 

全
職
員
の
約
２
／
３
で
構
成
す
る 

全
職
員
で
構
成
す
る 

 総 務 課 

 行 政 経 営 課 

 

情報班 

人 事 秘 書 課 

 行政委員会事務局 

 会 計 課 

市民生活 

部長 

 

市民対策部 

市民班 
市 民 課 

 環 境 課 

 
輸送班 

税 務 課 

 収 納 課 

健康福祉 

部長 

 

健康福祉 

対策部 
福祉班 

生 活 福 祉 課 

 障がい者支援課 

 高 齢 者 支 援 課 

 子 育 て 支 援 課 

 健 康 課 

都市整備 

部長 

 

都市対策部 
土木１班 

建 設 課 

 農 林 課 

 地 域 振 興 課 

 下 水 道 課 

 土木２班 都 市 計 画 課 

教育部長 

 

避難対策部 避難収容班 

教 育 総 務 課 

 学 校 教 育 課 

 教 育 指 導 室 

 社 会 教 育 課 

 文 化 振 興 課 

 ス ポ ー ツ 課 

 人 権 政 策 課 

 こ ど も 応 援 課 

        

 
本部長付 消防団長 

 
消防部 消防班 消防団（３分団）   
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■ 那珂川市災害対策本部の構成表 

部名 部長 班名 
班長（○数字は 

班長代理順位） 
班員 

災対総務部 総務部長 

本部班 
総務課長 

①行政経営課長 

安全安心課職員 

総務課職員 

行政経営課職員 

情報班 

人事秘書課長 

①行政委員会事務局長 

②会計課長 

人事秘書課職員 

行政委員会事務局職員 

会計課職員 

市民対策部 市民生活部長 

市民班 
市民課長 

①環境課長 

市民課職員 

環境課職員 

輸送班 
税務課長 

①収納課長 

税務課職員 

収納課職員 

健康福祉対策部 健康福祉部長 福祉班 

生活福祉課長 

①障がい者支援課長 

②高齢者支援課長 

③子育て支援課長 

④健康課長 

生活福祉課職員 

障がい者支援課員 

高齢者支援課職員 

子育て支援課職員 

健康課職員 

都市対策部 都市整備部長 土木１・２班 

建設課長 

① 農林課長 

② 都市計画課長 

③ 地域振興課長 

④下水道課長 

建設課職員 

農林課職員 

都市計画課職員 

地域振興課職員 

下水道課職員 

避難対策部 教育部長 避難収容班 

教育総務課長 

①学校教育課長 

② 教育指導室長 

③社会教育課長 

④ 文化振興課長 

⑤ スポーツ課長 

⑥人権政策課長 

⑦こども応援課長 

教育総務課職員 

学校教育課職員 

教育指導室職員 

社会教育課職員 

文化振興課職員 

スポーツ課職員 

人権政策課職員 

こども応援課職員 

      

消防部 消防団長 消防班 ①副団長 消防団員 
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■ 那珂川市災害対策本部事務分掌 

対策部･班名 事務分掌 

災
対
総
務
部 

各班共通 

◆班内職員の動員、配備に関すること 

◆所管事項に関する被害状況や対策活動の情報に関すること 

◆所管公共施設の災害予防、被害調査【避難含む】 

◆部内、他の班への協力、応援 

本部班 

◆災害対策本部、現地災害対策本部の設置･解散 

◆災害対策本部会議の庶務 

◆総合的な対策の立案、各部門間の調整 

◆避難指示等の発令、警戒区域の設定 

◆防災関係機関との連絡調整 

◆国・県及び自衛隊への要請、他自治体との相互協力、民間団体への協力要請 

◆防災行政無線の運営管理 

◆他の自治体･機関等の応援受け入れ 

◆臨時ヘリポートの開設計画 

◆災害対策本部内事務所の配置に関する調整 

◆災害対策活動に係る物品の調達 

◆庁舎の応急復旧、来庁者の安全確保 

◆災害対策従事職員並びに避難者等の食料、日用品その他救援物資の確保・調達 

◆車両その他輸送手段の確保 

◆庁内設備、電源設備の確保に関すること 

◆庁舎内ネットワークの保守 

◆各行政区との連絡･情報の収集 

◆ボランティア団体との連絡・調整 

◆応急復旧に係る業者選定及び随意契約等に関すること 

◆応急住宅の確保 

◆他の部･班に属さないこと 

情報班 

◆市内の災害発生状況の受信 

◆気象情報等、関連情報の収集・記録・整理・伝達 

◆各部からの情報収集とりまとめ 

◆報道機関との連絡調整 

◆災害対策本部動員職員の取りまとめ 

市
民
対
策
部 

市民班 

◆人的被害情報の収集 

◆被災者台帳の整備に関すること 

◆災害広報及び市民からの相談に関すること 

◆相談窓口の開設及び運営に関すること 

◆り災証明の発行に関すること 

◆物資集配拠点の開設 

◆救援物資の受け入れ・管理・仕分け 

◆仮設トイレの確保 

◆給水活動への協力 
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対策部･班名 事務分掌 

市
民
対
策
部 

市民班 

◆し尿、ごみ処理体制の確立準備 

◆遺体の火葬・埋葬に関すること 

◆愛護動物等に関すること 

輸送班 

◆応急対策物資の輸送 

◆備蓄資機材・食料の輸送 

◆り災証明申請に基づく住家被害に関すること 

◆災害に伴う税の減免に関すること 

健
康
福
祉
対
策
部 

福祉班 

◆災害救助法関係事務のとりまとめ 

◆高齢者・障がいのある人・病人・乳幼児等要配慮者の救援・救助 

◆被災者の心身の健康の確保、感染症対策 

◆居住の場所の確保その他被災者の保護に関すること 

◆医療関係機関との連携・調整 

◆拠点救護所の開設・運営 

◆医薬品、医療資器材の調達 

◆遺体の収容 

◆被災保育所（園）児の救援・救護 

◆災害ボランティアの受け入れ・活動支援に関すること 

◆福祉避難所の設置・運営 

◆災害見舞金等に関すること 

都
市
対
策
部 

土木１・２班 

◆公共土木施設の被害調査及び応急復旧対策 

◆危険区域等の被害調査並びに復旧対策 

◆河川・道路その他の障害物の除去 

◆被災建築物の応急危険度判定の実施に関すること 

◆臨時輸送路の確保 

◆交通情報の収集、伝達 

◆交通規制の実施、要請 

◆水害の警戒等 

◆土砂災害の警戒等 

◆救出活動の支援 

◆建設業団体との連絡調整 

◆道路・橋梁・水路等の応急対策及び安全確保 

◆交通規制・緊急輸送路の指定に関すること 

◆応急仮設住宅、仮設トイレの設置・管理に関すること 

◆農産物及び施設の災害対策に関すること 

◆農業関係被害調査に関すること 

◆飼養動物及び危険動物（有害鳥獣）に関すること 

土木２班 ◆被災建築物の応急危険度判定の準備・実施に関すること 
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対策部･班名 事務分掌 

避
難
対
策
部 

避難収容班 

◆避難所開設における管理者との調整 

◆避難者の誘導及び収容 

◆避難所の開設・運営 

◆避難所における生活救護活動の需要把握・受け入れ 

◆避難所における要配慮者の援護 

◆被災児童・生徒の救援・救護 

◆臨時ヘリポートの開設協力 

消
防
団 

消防班 

◆災害危険箇所の巡視・警戒 

◆消防・防災活動 

◆避難者の誘導 

◆被災者の救出・救護 

◆行方不明者の捜索 

◆防犯協力 
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第２節 防災気象情報の収集・伝達 

区分 項目 担当班 

応急活動体制の確立 

第１ 地震関連情報の伝達 情報班・情報機関 

第２ 異常現象発見者の通報 情報班・本部班・発見者・情報機関 

第３ 通信体制の確立 本部班・情報班・関係各班 

 

第１ 地震関連情報の伝達 

１．緊急地震速報（警報） 

気象庁は、最大震度５弱以上または長周期地震動階級３以上の揺れが予想された場合に、震度

４以上または長周期地震動階級３以上が予想される地域に対し、緊急地震速報（警報）を発表し、

ＮＨＫに伝達する。また、緊急地震速報は、テレビ、ラジオ、携帯電話（緊急速報メール機能を

含む）や全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）経由による市区町村の防災行政無線等を通し

て市民に伝達される。 

（注）緊急地震速報（警報）は、地震発生直後に震源に近い観測点で観測された地震波を解析す

ることにより、地震の強い揺れが来る前に、これから強い揺れが来ることを知らせる警報で

ある。ただし、震源付近では強い揺れの到達に間に合わない場合がある。また、ごく短時間

のデータだけを使った速報であることから、予測された震度に誤差（±１程度）を伴う。 

 

２．地震に関する情報の発表及び伝達 

（１）地震に関する情報の内容と伝達方法 

九州・山口県内の有感地震、津波が予想される地震、局地的に群発する地震等が発生したと

きに、福岡管区気象台等から発表される地震関連情報の種類・内容は、次のとおりである。 

種類 内容 

震度速報 
地震発生約１分半後に、震度３以上を観測した地域名（全国を１８８地域に

区分）と地震の揺れの検知時刻を速報する。 

震源に関する情報 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）を発表。「津波の心配

なし」又は「若干の海面変動があるかもしれないが被害の心配はなし」を付加

して発表する。 

震源・震度情報 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）、震度１以上を観測し

た地点と観測した震度を発表する。それに加えて、震度３以上を観測した地域

名と市町村毎の観測した震度を発表する。なお、震度５弱以上と考えられる地

域で震度を入手していない地点がある場合は、その市町村、地点名を発表する。 

地震回数に関する 

情報 
地震が多発した場合、震度１以上を観測した地震の回数を発表する。 

長周期地震動に 

関する観測情報 

高層ビル内での的確な防災対応に資するため、震度１以上を観測した地震のうち

長周期地震動階級１以上を観測した場合に、地域ごと及び地点ごとの長周期地震

動階級等を地震発生から10分後程度で１回発表する。 

遠地地震に関する

情報 

国外でマグニチュード７．０以上の地震や都市部等、著しい被害が発生する

可能性がある地域で規模の大きな地震が観測した場合、地震の発生時刻、発生
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種類 内容 

場所（震源）やその規模（マグニチュード）を概ね３０分以内に発表する。ま

た、日本や国外への津波の影響に関しても記述して発表する。 

※国外で発生した大規模噴火を感知した場合にも発表することがある。（噴火発生

から１時間半～２時間程度で発表） 

 

（２）県の情報の伝達 

県知事は、県内において震度４以上の地震が観測された場合、福岡県防災・行政情報通信ネ

ットワークにより、直ちに市、消防組合及び県出先機関に伝達する。 

※資料編：4-12 気象庁震度階級解説関連表 

 

第２ 異常現象発見時の通報 

１．通報義務 

（１）地震に関する異常な現象を発見した者は、遅滞なく、その旨を市長又は警察官に通報しな

ければならない。 

（２）通報を受けた警察官は、その旨をすみやかに市長に通報しなければならない。 

（３）通報を受けた市長は、福岡管区気象台及び県総務部防災危機管理局その他関係機関に通報

しなければならない。 

 

２．通報を要する異常現象 

異常現象とは、おおむね次に掲げる自然現象をいう。 

事項 現象 

地震に関する事項 ◆群発地震（数日間以上にわたり頻繁に感ずるような地震） 

 

３．異常現象通報先機関名及び電話番号一覧表 

通報先機関名 電話番号 備考 

・福岡管区気象台 
(092)725-3609 

(092)725-3606 

地震に関する事項（官庁執務時間） 

地震に関する事項（夜間・休日） 

・福岡県防災危機管理局 (092)641-4734 夜間退庁時災害連絡用 

・福岡県警察本部 (092)641-4141 
内 線：5722  5723(警備課) 

ＦＡＸ：5729  夜間 5505 

・第七管区海上保安本部 (093)321-2931  

 

第３ 通信体制の確立 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第２節「情報の収集・伝達」第５「通信体制の確立」

を参照。 
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第３節 被害情報等の収集・伝達 

区分 項目 担当班 

被害の調査 第１ 被害情報等の収集 関係各班 

被害の伝達 第２ 被害情報等の伝達 本部班・情報班・関係各班 

 

第１ 被害情報等の収集 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第３節「被害情報等の収集・伝達」第１「被害情報等

の収集」を参照。 

 

第２ 被害情報等の伝達 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第３節「被害情報等の収集・伝達」第２「被害情報等

の伝達」を参照。 
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第４節 災害広報・広聴 

区分 項目 担当班 

広報活動 

第１ 広報活動 本部班・情報班 

第２ 指定避難所における広報 避難収容班 

第３ 報道機関への広報の要請 情報班 

第４ 報道機関への対応 情報班 

第５ 関係機関の広報 警察署・九州電力・ＮＴＴ西日本・西部ガス・交通機関 

広聴活動 第６ 相談窓口の開設 市民班・福祉班・関係各班 

 

第１ 広報活動 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第４節「災害広報・広聴」第１「広報活動」を参照。 

 

第２ 指定避難所における広報 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第４節「災害広報・広聴」第２「指定避難所における

広報」を参照。 

 

第３ 報道機関への広報の要請 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第４節「災害広報・広聴」第３「報道機関への広報の

要請」を参照。 

 

第４ 報道機関への対応 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第４節「災害広報・広聴」第４「報道機関への対応」

を参照。 

 

第５ 関係機関の広報 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第４節「災害広報・広聴」第５「関係機関の広報」を

参照。 

 

第６ 相談窓口の設置 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第４節「災害広報・広聴」第６「相談窓口の設置」を

参照。 
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第５節 応援要請・受け入れ 

区分 項目 担当班 

派遣要請 

第１ 自衛隊派遣要請 本部班 

第２ 県知事への要請 本部班 

第３ 他市町村への要請 本部班 

第４ 福岡県消防相互応援協定に基づく要請 本部班 

第５ 緊急消防援助隊の応援要請 本部班 

第６ 民間企業等への協力要請 本部班・関係各班 

要員の確保 第７ 要員の確保 本部班 

ボランティア 第８ 災害ボランティアの受け入れ・活動支援 本部班・福祉班・関係各班 

 

第１ 自衛隊派遣要請 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第５節「応援要請・受け入れ」第１「自衛隊派遣要

請」を参照。 

 

第２ 県知事への要請 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第５節「応援要請・受け入れ」第２「県知事への要

請」を参照。 

 

第３ 他市町村への要請 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第５節「応援要請・受け入れ」第３「他市町村への要

請」を参照。 

 

第４ 福岡県消防相互応援協定に基づく要請 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第５節「応援要請・受け入れ」第４「福岡県消防相互

応援協定に基づく要請」を参照。 

 

第５ 緊急消防援助隊の応援要請 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第５節「応援要請・受け入れ」第５「緊急消防援助隊

の応援要請」を参照。 

 

第６ 民間企業等への協力要請 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第５節「応援要請・受け入れ」第６「民間企業等への

協力要請」を参照。 

 

第７ 要員の確保 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第５節「応援要請・受け入れ」第７「要員の確保」を

参照。 

 

第８ 災害ボランティアの受け入れ・活動支援 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第５節「応援要請・受け入れ」第８「災害ボランティ

アの受け入れ・活動支援」を参照。 



第３章 災害応急対策計画 

第６節 災害救助法の適用 

地震対策編 - 70 - 

第６節 災害救助法の適用 

区分 項目 担当班 

災害救助法の適用 

第１ 災害救助法の適用基準 ― 

第２ 災害救助法の適用申請 本部班・福祉班 

第３ 災害救助法による救助の種類等 ― 

第４ 災害救助による救助の程度、方法等 本部班 

 

第１ 災害救助法の適用基準 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第６節「災害救助法の適用」第１「災害救助法の適

用基準」を参照。 

 

第２ 災害救助法の適用申請 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第６節「災害救助法の適用」第２「災害救助法の適

用申請」を参照。 

 

第３ 災害救助法による救助の種類等 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第６節「災害救助法の適用」第３「災害救助法によ

る救助の種類等」を参照。 

 

第４ 災害救助法による救助の程度、方法等 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第６節「災害救助法の適用」第４「災害救助法によ

る救助の程度、方法等」を参照。 
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第７節 避難対策 

項目 担当班 

第１ 避難指示等の種類 本部班・消防組合・消防団・警察署 

第２ 避難指示等の発令 本部班・消防組合・消防団・警察署 

第３ 警戒区域の設定 本部班・消防組合・警察署 

第４ 避難者の誘導及び移送 避難収容班 

第５ 指定緊急避難場所及び指定避難所の開設 避難収容班 

第６ 開設が長期化する見通しの場合の指定避難所運営 避難収容班・福祉班 

第７ 収容施設の確保 避難収容班 

第８ 要配慮者を考慮した避難対策 避難収容班・関係各班 

第９ 指定避難所以外の場所に滞在する被災者についての配慮 避難収容班・関係各班 

第１０ 帰宅困難者対策 避難収容班 

第１１ 避難所の統合・廃止 避難収容班 

 

第１ 避難指示等の種類 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第７節「避難対策」第１「避難指示等の種類」を参

照。 

 

第２ 避難指示等の発令 

１．避難の指示等の基準 

避難の指示等の基準は、次のとおりとする。 

◆延焼火災が拡大又は拡大の恐れがあるとき 

◆建物が大きな被害を受け、居住を継続することが危険なとき、又は建物の倒壊により周囲に影響を

及ぼすとき 

◆ガス等の危険物の漏出により周辺の市民に危険が及ぶ恐れがあるとき 

◆がけ崩れにより建物等に影響する恐れがあるとき 

◆その他市民の生命・身体を保護するために必要なとき 

 

２．指定行政機関の長等による助言 

市長は、避難指示等の発令をしようとする場合において、必要であると認めるときは、災害対

応の多くの専門的知見等を有す指定行政機関の長もしくは指定地方行政機関の長又は県知事に

対し、当該発令に関する事項について、助言を求める。 

 

３．相互の連絡協力 

関係機関（者）は、避難の必要があると予想されるとき、あるいは、避難指示等を発令した場

合、相互に通知、報告するとともに、避難の措置が迅速、適切に実施されるよう協力する。 

市長は、避難の必要があると予想されるとき、あるいは、避難指示等を発令した場合は、速や

かに県知事に報告するとともに関係機関への連絡を行う。 
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４．市民等への周知 

（１）避難指示等を発令した場合には、市民等に対し市防災行政無線、メール、広報車あるいは

報道機関を通じて、避難指示等の発令の理由、避難先、避難時の注意事項等について周知徹

底を図る。また、危険の切迫性に応じて避難指示等の伝達文の内容を工夫すること、その対

象者を明確にすること、避難指示等に対応する警戒レベルを明確にして対象者ごとに警戒レ

ベルに対応したとるべき避難行動がわかるように伝達すること等により、市民の積極的な避

難行動の喚起に努める。 

（２）市長は、情報の伝わりにくい避難行動要支援者への「避難の指示の伝達」には、特に配慮

する。避難の必要がなくなった場合も同様とする。 

（３）避難指示等が発令された場合の避難行動としては指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、

ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハザードマップ等を踏まえ、自宅等で身の安

全を確保することが出来る場合は、市民自らの判断で「屋内安全確保」を行うことや、避難

時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への避難を行うことがかえって危険を伴う場合

等やむを得ないと市民等が自身で判断する場合は、高所への移動、近傍の堅固な建物への退

避、屋内の屋外に面する開口部から離れた場所での待避など「緊急安全確保」を行うべきこ

とについて、市民等への周知徹底に努める。 

 

第３ 警戒区域の設定 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第７節「避難対策」第３「警戒区域の設定」を参照。 

 

第４ 避難者の誘導及び移送 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第７節「避難対策」第４「避難者の誘導及び移送」を

参照。 

 

第５ 指定緊急避難場所及び指定避難所の開設 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第７節「避難対策」第５「指定緊急避難場所及び指

定避難所の開設」を参照。 

 

第６ 開設が長期化する見通しの場合の指定避難所運営 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第７節「避難対策」第６「開設が長期化する見通し

の場合の指定避難所運営」を参照。 

 

第７ 収容施設の確保 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第７節「避難対策」第７「収容施設の確保」を参照。 

 

第８ 要配慮者を考慮した避難対策 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第７節「避難対策」第８「要配慮者を考慮した避難

対策」を参照。 

 

第９ 指定避難所以外の場所に滞在する被災者についての配慮 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第７節「避難対策」第９「指定避難所以外の場所に
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滞在する被災者についての配慮」を参照。 

 

 

第１０ 帰宅困難者対策 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第７節「避難対策」第１０「帰宅困難者対策」を参

照。 

 

第１１ 避難所の統合・廃止 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第７節「避難対策」第１１「避難所の統合・廃止」を

参照。 
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第８節 要配慮者支援対策 

項目 担当班 

第１ 要配慮者への支援 福祉班・避難収容班 

第２ 要配慮者の安全・安否確認 福祉班・避難収容班 

第３ 指定避難所における要配慮者の援護 福祉班・避難収容班 

第４ 福祉避難所等の確保と搬送 福祉班・避難収容班 

第５ 巡回ケア・広報・相談業務 本部班・情報班・福祉班・避難収容班 

第６ 福祉仮設住宅の供給及びケア対策 本部班・土木班・福祉班・避難収容班 

第７ 外国人等の支援対策 本部班・情報班・避難収容班 

 

第１ 要配慮者への支援 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第８節「要配慮者支援対策」第１「要配慮者への支

援」を参照。 

 

第２ 要配慮者の安全・安否確認 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第８節「要配慮者支援対策」第２「要配慮者の安全・

安否確認」を参照。 

 

第３ 指定避難所における要配慮者の援護 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第８節「要配慮者支援対策」第３「指定避難所にお

ける要配慮者の援護」を参照。 

 

第４ 福祉避難所等の確保と搬送 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第８節「要配慮者支援対策」第４「福祉避難所等の

確保と搬送」を参照。 

 

第５ 巡回ケア・広報・相談業務 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第８節「要配慮者支援対策」第５「巡回ケア・広報・

相談業務」を参照。 

 

第６ 福祉仮設住宅の供給及びケア対策 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第８節「要配慮者支援対策」第６「福祉仮設住宅の

供給及びケア対策」を参照。 

 

第７ 外国人等の支援対策 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第８節「要配慮者支援対策」第７「外国人等の支援

対策」を参照。 
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第９節 安否情報の提供 

項目 担当班 

第１ 県・市の役割 関係各班 

第２ 情報収集 関係各班 

第３ 照会を行う者 － 

第４ 照会手順 － 

第５ 提供できる情報 関係各班 

 

第１ 県・市の役割 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第９節「安否情報の提供」第１「県・市の役割」を参

照。 

 

第２ 情報収集 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第９節「安否情報の提供」第２「情報収集」を参照。 

 

第３ 照会を行う者 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第９節「安否情報の提供」第３「照会を行う者」を参

照。 

 

第４ 照会手順 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第９節「安否情報の提供」第４「照会手順」を参照。 

 

第５ 提供できる情報 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第９節「安否情報の提供」第５「提供できる情報」を

参照。 
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第１０節 消防・救出・救助活動 

区分 項目 担当班 

消防活動 

第１ 消防体制の確立 消防組合・消防団 

第２ 消防活動の実施 消防組合・消防団 

第３ 火災のパトロール 消防組合・消防団 

救出活動 
第４ 救出活動の実施 土木１班・土木２班・消防組合・消防団 

第５ 行方不明者の捜索 本部班・情報班・市民班・消防組合・消防団 

傷病者の搬送 第６ 医療機関への傷病者の搬送 消防組合・警察署 

 

第１ 消防体制の確立 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１０節「消防・救出・救助活動」第１「消防体制の

確立」を参照。 

 

第２ 消防活動の実施 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１０節「消防・救出・救助活動」第２「消防活動の

実施」を参照。 

 

第３ 火災のパトロール 
消防組合・消防団は、市内のパトロールを行う。 

◆ガス復旧時の火災の警戒   ◆停電復旧時の通電火災の警戒   ◆消火後の再燃警戒 

◆放火等の防止 

 

第４ 救出活動の実施 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１０節「消防・救出・救助活動」第３「救出活動の

実施」を参照。 

 

第５ 行方不明者の捜索 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１０節「消防・救出・救助活動」第４「行方不明者

の捜索」を参照。 

 

第６ 医療機関への傷病者の搬送 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１０節「消防・救出・救助活動」第５「医療機関へ

の傷病者の搬送」を参照。 
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第１１節 医療・救護活動 

区分 項目 担当班 

応急医療 

第１ 医療救護チームの編成 福祉班 

第２ 医療救護所の設置 福祉班 

第３ 医療救護活動の実施 福祉班 

第４ 後方医療体制の確立 福祉班 

第５ 後方医療機関への搬送 関係各班・消防組合等 

第６ 医薬品・資機材の調達 福祉班 

避難所での医療 
第７ 巡回救護の実施 福祉班 

第８ 心のケア対策 福祉班 

 

第１ 医療救護チームの編成 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１１節「医療・救護活動」第１「医療救護チームの

編成」を参照。 

 

第２ 医療救護所の設置 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１１節「医療・救護活動」第２「医療救護所の設

置」を参照。 

 

第３ 医療救護活動の実施 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１１節「医療・救護活動」第３「医療救護活動の実

施」を参照。 

 

第４ 後方医療体制の確立 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１１節「医療・救護活動」第４「後方医療体制の確

立」を参照。 

 

第５ 後方医療機関への搬送 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１１節「医療・救護活動」第５「後方医療機関への

搬送」を参照。 

 

第６ 医薬品・資機材の調達 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１１節「医療・救護活動」第６「医薬品・資機材の

調達」を参照。 

 

第７ 巡回救護の実施 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１１節「医療・救護活動」第７「巡回救護の実施」

を参照。 

 

第８ 心のケア対策 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１１節「医療・救護活動」第８「心のケア対策」を

参照。 
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第１２節 二次災害の防止対策 

区分 項目 担当班 

応急医療 

第１ 地震・降雨等に伴う二次災害の防止 土木１班・土木２班 

第２ ため池施設災害応急対策 土木１班・土木２班 

第３ 広報及び避難 本部班・情報班・消防組合・消防団 

避難所での医療 第４ 各種危険物施設等の応急対策 消防組合 

 

第１ 地震・降雨等に伴う二次災害の防止 

１．水害・土砂災害・宅地災害対策 

土木１班・土木２班は、地震あるいは降雨等による二次的な水害・土砂災害・宅地災害等の危

険箇所について、地元在住の専門技術者（コンサルタント、県・市職員のＯＢ等）、福岡県防災

エキスパート協会、福岡県砂防ボランティア協会、斜面判定士等へ協力を要請するほか、国のア

ドバイザー制度※を活用して行う。その結果、危険性が高いと判断された箇所については、関係

機関や市民に周知を図り、不安定土砂の除去、仮設防護柵の設置等の応急工事、適切な警戒避難

体制の整備等の応急対策を行うとともに、災害発生の恐れがある場合は速やかに適切な避難対策

を実施する。 

また、建築物等への被害があり、有害物質の漏えい及び石綿の飛散が懸念される場合は、有害

物質の漏えい及び石綿の飛散を防止するため、施設の点検、応急措置，関係機関への連絡、環境

モニタリング等の対策を行う。 

※アドバイザー制度 … (公社)全国防災協会が学識経験者、土木研究所、国土地理院からなるア

ドバイザーを委嘱し、二次災害の防止に関して助言を行う制度 

 

状況 対象地域 要請・出動 

危険個所 
急傾斜地崩壊危険箇所 

土石流発生危険区域 

◆立入禁止の措置 

◆落石防止・降雨対策のためのシート保護 

危険建物 
幹線道路沿線の建物 

小中学校通学路沿道の

建物 

◆立入禁止の措置（建物の高さの１/２の範囲内を目安に） 

◆沿道通行禁止措置の実施 

◆幹線道路沿道の倒壊危険建物の取り壊し（所有者の同意

を得て、市が行う） 

ブロック塀等 

◆倒壊・落下危険の標識設置 

◆通学路沿道のブロック塀等の取り壊し（所有者の同意を

得て、市が行う） 

 

２．建築物災害対策－被災建築物応急危険度判定－ 

市は、被災した建築物等の地震等による倒壊、部材の落下等から生じる二次災害を防止し、市

民の安全を確保するため被災建築物の応急危険度判定を行う。応急危険度判定は、登録された応

急危険度判定士を活用して、建築物の被害の状況を調査し、地震等による二次災害発生の危険の

程度の判定・表示を行う。 

（１）判定は、「被災建築物応急危険度判定業務マニュアル」（全国被災建築物応急危険度判定

協議会）に従い、目視にて行う。 
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（２）判定の結果は、３段階で３色のステッカー（赤「危険」、黄「要注意」、緑「調査済」）に

対処方法を記載し、建物の見やすい場所に貼り付ける。 

判定内容 

   

解説 

建築物の損傷が著しく、

倒壊等の危険性が高い場合

であり、使用及び立ち入り

ができない。 

建築物の損傷は認められ

るが、注意事項に留意する

ことにより、立ち入りが可

能である。 

建物の損傷が少なく、使

用可能である。 

 

３．宅地災害対策－被災宅地危険度判定－ 

市は、被災した宅地の地震等による二次災害を防止し、市民の安全を確保するため被災宅地の

危険度判定を行う。危険度判定は、登録された危険度判定士を活用して宅地の被害の状況を調査

し、地震等による二次災害発生の危険の程度の判定・表示を行う。 

（１）判定は、「被災宅地の調査・危険度判定マニュアル」(被災宅地危険度判定連絡協議会)に

基づき、迅速かつ的確に行う。 

（２）判定の結果は、「擁壁・のり面等被害状況調査・危険度判定作成の手引き」（同上）に基づ

き、宅地ごとに調査票に記入する。（点数評価） 

（３）判定終了後、３段階で３色のステッカー（赤「危険宅地」、黄「要注意宅地」、青「調査済

宅地」）に判定理由を明記し、宅地の見やすい場所（擁壁、のり面等）に貼り付ける。 

判定内容 

   

解説 

変状等が特に顕著で危険

である。避難立ち入り禁止

措置が必要である。 

変状が著しく、当該宅地

に立ち入る場合は、時間や

人数を制限する等、十分注

意する。 

変状は見られるが、当面

は防災上の問題はない。 
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第２ ため池施設災害応急対策 
ため池はかんがい用水施設として欠くことのできないものであり、万一、災害によりこれらの

施設設備が被害を受けた場合、下流域に大きな二次災害を発生させる恐れがある。 

土木１班・土木２班は、これらの災害に円滑に対応するための措置を講ずる。 

◆被害が生じた場合は、速やかに県、関係機関へ通報する。 

◆人命を守るため、ため池下流の市民を安全な場所へ避難させる。 

◆被害を拡大させないよう早急に応急工事を実施する。 

 

第３ 広報及び避難 
本部班・情報班は、二次災害の危険箇所について、市民に対し広報活動を行う。本部班は、消

防組合・消防団の協力を得て、必要に応じ、避難の指示・誘導等の措置を講ずる。 

 

第４ 各種危険物施設等の応急対策 
各種危険物を取り扱い、又は保有する施設の管理者、保安監督者等は、災害が発生した場合、

火災・爆発・流出・拡散等の二次災害を防止するため、速やかに必要な応急対策を講ずる。 

消防本部等は、これら施設の管理者・保安監督者等に対し、その安全管理を指導する。 

区分 応急対策 

危険物施設 

◆危険物取り扱い作業の緊急停止と安全点検 

◆危険物施設からの出火、流出の防止措置 

◆危険物による災害発生時の活動体制の確立 

◆消防、警察等関係機関への通報 

◆従業員及び周辺市民に対する人命安全措置 
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第１３節 交通対策･緊急輸送 

区分 項目 担当班 

交通対策 
第１ 交通規制 土木１班・土木２班・警察署 

第２ 臨時輸送路の確保 土木１班・土木２班・警察署 

輸送対策 

第３ 緊急通行車両の確認 土木１班・土木２班・輸送班 

第４ 緊急輸送 本部班・輸送班・関係機関 

第５ 輸送拠点の設置 輸送班・市民班 

 

第１ 交通規制 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１２節「交通対策･緊急輸送」第１「交通規制」を

参照。 

 

第２ 緊急輸送路の確保 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１２節「交通対策･緊急輸送」第２「緊急輸送路の

確保」を参照。 

 

第３ 緊急通行車両の確認 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１２節「交通対策･緊急輸送」第３「緊急通行車両

の確認」を参照。 

 

第４ 緊急輸送 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１２節「交通対策･緊急輸送」第４「緊急輸送」を

参照。 

 

第５ 輸送拠点の設置 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１２節「交通対策･緊急輸送」第５「輸送拠点の設

置」を参照。 
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第１４節 生活救援活動 

区分 項目 担当班 

飲料水・生活用水 

の供給 

第１ 水源の確保 本部班・水道企業団 

第２ 需要調査と給水計画 市民班・水道企業団 

第３ 給水活動の実施 市民班・情報班・水道企業団 

食料の供給 

第４ 食料の需要把握 市民班・情報班 

第５ 食料の確保 本部班 

第６ 食料の供給 輸送班・福祉班・避難収容班・市民班 

第７ 炊き出しの実施 避難収容班・本部班 

生活必需品の供給 

第８ 生活必需品の需要把握 市民班・情報班 

第９ 生活必需品の確保 市民班 

第１０ 生活必需品の供給 輸送班・福祉班・避難収容班・市民班 

救援物資の受け入れ 第１１ 救援物資の受け入れ 市民班・情報班・輸送班 

 

第１ 水源の確保 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１３節「生活救援活動」第１「水源の確保」を参

照。 

 

第２ 需要調査と給水計画 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１３節「生活救援活動」第２「需要調査と給水計

画」を参照。 

 

第３ 給水活動の実施 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１３節「生活救援活動」第３「給水活動の実施」を

参照。 

 

第４ 食料の需要把握 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１３節「生活救援活動」第４「食料の需要把握」を

参照。 

 

第５ 食料の確保 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１３節「生活救援活動」第５「食料の確保」を参

照。 

 

第６ 食料の供給 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１３節「生活救援活動」第６「食料の供給」を参

照。 
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第７ 炊き出しの実施 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１３節「生活救援活動」第７「炊き出しの実施」を

参照。 

 

第８ 生活必需品の需要把握 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１３節「生活救援活動」第８「生活必需品の需要

把握」を参照。 

 

第９ 生活必需品の確保 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１３節「生活救援活動」第９「生活必需品の確保」

を参照。 

 

第１０ 生活必需品の供給 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１３節「生活救援活動」第１０「生活必需品の供

給」を参照。 

 

第１１ 救援物資の受け入れ 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１３節「生活救援活動」第１１「救援物資の受け

入れ」を参照。 
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第１５節 住宅対策 

区分 項目 担当班 

応急危険度判定の実施 

第１ 応急危険度判定士の確保 土木２班 

第２ 応急危険度判定の実施 土木１班・土木２班 

第３ 建物の解体・撤去 土木１班 

需要把握 第４ 応急仮設住宅の需要把握 避難収容班・本部班 

住宅の確保 第５ 空き家住宅の活用 土木１班・本部班 

応急仮設住宅の設置 

第６ 応急仮設住宅の用地確保 土木１班 

第７ 応急仮設住宅の建設 土木１班 

第８ 応急仮設住宅の入居者選定 土木１班・本部班 

被災住宅の修理 第９ 被災住宅の応急修理 土木１班 

 

第１ 応急危険度判定士の確保 

１．応急危険度判定士の確保 

土木２班は、被災建築物の応急危険度判定士の有資格者を確保する。 

◆市内建築関係団体へ派遣を要請する。     ◆県・他市町村へ派遣を要請する。 

◆ボランティア募集のための広報を行う。 

 

２．窓口の設置 

土木２班は、危険度判定の実施窓口を設置し、多数の応急危険度判定士の受け入れ体制及び作

業体制を確立する。 

◆受け入れ判定士の名簿作成    ◆担当区域の配分     ◆判定基準資料の準備 

◆判定ステッカーの準備      ◆判定統一のための、打ち合わせの実施 

 

第２ 応急危険度判定の実施 

１．判定作業の概要 

本章第１２節「二次災害の防止対策」第１「地震・降雨等に伴う二次災害の防止」２．「建築物

災害対策－被災建築物応急危険度判定－」を参照。 

 

２．判定後の措置 

土木２班は、応急危険度判定により「危険」と判定された建物に対し、立入禁止の措置をとる。 

 

第３ 建物の解体・撤去 

１．実施責任者 

被災建築物の解体は、原則として所有者の責任において行う。ただし、大規模災害等において

特例措置として、公費負担による解体を行う場合もある。 

 

２．解体促進 

土木１班は、応急危険度判定により「危険」と判定された建築物を優先し、関係市民に解体、
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撤去の措置を促す。 

 

第４ 応急仮設住宅の需要把握 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１４節「住宅対策」第１「応急仮設住宅の需要把

握」を参照。 

 

第５ 空き家住宅の活用 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１４節「住宅対策」第２「空き家住宅の活用」を参

照。 

 

第６ 応急仮設住宅の用地確保 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１４節「住宅対策」第３「応急仮設住宅の用地確

保」を参照。 

 

第７ 応急仮設住宅の建設 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１４節「住宅対策」第４「応急仮設住宅の建設」を

参照。 

 

第８ 応急仮設住宅の入居者選定 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１４節「住宅対策」第５「応急仮設住宅の入居者

選定」を参照。 

 

第９ 被災住宅の応急修理 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１４節「住宅対策」第６「被災住宅の応急修理」を

参照。 
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第１６節 衛生・清掃対策 

区分 項目 担当班 

保健衛生・防疫

対策 

第１ 指定避難所等の保

健衛生 

本部班・避難収容班・福祉班・市民班・筑紫保健福祉環

境事務所 

第２ 被災地の防疫活動 本部班・筑紫保健福祉環境事務所 

し尿対策 
第３ 仮設トイレの設置 市民班 

第４ し尿の処理 市民班・土木２班 

清掃対策 第５ ごみの処理 市民班 

災害廃棄物対策 第６ がれき等の処理 市民班・土木１班・土木２班 

障害物の除去 第７ 各種障害物の除去 土木１班・土木２班 

死亡獣畜処理 第８ 死亡獣畜処理 市民班 

 

第１ 指定避難所等の保健衛生 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１５節「衛生・清掃対策」第１「指定避難所等の保

健衛生」を参照。 

 

第２ 被災地の防疫活動 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１５節「衛生・清掃対策」第２「被災地の防疫活

動」を参照。 

 

第３ 仮設トイレの設置 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１５節「衛生・清掃対策」第３「仮設トイレの設

置」を参照。 

 

第４ し尿の処理 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１５節「衛生・清掃対策」第４「し尿の処理」を参照。 

 

第５ ごみの処理 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１５節「衛生・清掃対策」第５「ごみの処理」を参照。 

 

第６ がれき等の処理 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１５節「衛生・清掃対策」第６「がれき等の処理」

を参照。 

 

第７ 各種障害物の除去 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１５節「衛生・清掃対策」第７「各種障害物の除

去」を参照。 

 

第８ 死亡獣畜処理 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１５節「衛生・清掃対策」第８「死亡獣畜処理」を

参照。 
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第１７節 遺体の処理・埋葬 

区分 項目 担当班 

遺体の捜索･処理 
第１ 遺体の捜索 消防組合・消防団・警察署 

第２ 遺体の調査、身元確認 福祉班・市民班 

遺体の安置･埋葬 
第３ 遺体の安置、一時保存 福祉班 

第４ 遺体の火葬及び埋葬 市民班・福祉班 

 

第１ 遺体の捜索 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１６節「遺体の処理・埋葬」第１「遺体の捜索」を

参照。 

 

第２ 遺体の調査、身元確認 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１６節「遺体の処理・埋葬」第２「遺体の調査、身

元確認」を参照。 

 

第３ 遺体の安置、一時保存 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１６節「遺体の処理・埋葬」第３「遺体の安置、一

時保存」を参照。 

 

第４ 遺体の火葬及び埋葬 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１６節「遺体の処理・埋葬」第４「遺体の火葬及び

埋葬」を参照。 
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第１８節 公共施設等の応急対策 

区分 項目 担当班 

上下水道 第１ 上下水道の応急・復旧対策 水道企業団・土木１班 

電気･電話・ガス 第２ 電気・電話・ガスの応急復旧対策 九州電力・ＮＴＴ西日本・西部ガス 

道路・橋梁 第３ 道路・橋梁の応急復旧対策 
土木１班・土木２班・本部班・ 

関係機関 

河川・ため池・がけ地 第４ 河川・ため池・がけ地の応急復旧策 
土木１班・土木２班・本部班・ 

情報班・関係機関 

鉄道 第５ 鉄道の応急復旧対策 ＪＲ西日本 

その他の公共施設 第６ その他の公共施設の応急復旧対策 各施設管理者 

 

第１ 上下水道の応急復旧対策 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１７節「公共施設等の応急対策」第１「上下水道

の応急復旧対策」を参照。 

 

第２ 電気・電話・ガスの応急復旧対策 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１７節「公共施設等の応急対策」第２「電気・電

話・ガスの応急復旧対策」を参照。 

 

第３ 道路･橋梁の応急復旧対策 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１７節「公共施設等の応急対策」第３「道路･橋梁

の応急復旧対策」を参照。 

 

第４ 河川・ため池・がけ地等の応急復旧対策 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１７節「公共施設等の応急対策」第４「河川・ため

池・がけ地等の応急復旧対策」を参照。 

 

第５ 鉄道の応急復旧対策 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１７節「公共施設等の応急対策」第５「鉄道の応

急復旧対策」を参照。 

 

第６ その他の公共施設の応急復旧対策 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１７節「公共施設等の応急対策」第６「その他の

公共施設の応急復旧対策」を参照。 
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第１９節 文教対策 

区分 項目 担当班 

学校の対応 

第１ 学校の災害直後の措置 避難収容班・学校長・教職員 

第２ 避難所開設への支援 避難収容班・学校長・教職員 

第３ 応急教育の実施 避難収容班・学校長・教職員 

保育所（園）・幼稚園の対応 第４ 応急保育の実施 福祉班・保育所（園）長・幼稚園長 

文化財の保護 第５ 文化財の保護 本部班・市教育委員会 

 

第１ 学校の災害直後の措置 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１８節「文教対策」第１「学校の災害直後の措置」

を参照。 

 

第２ 避難所開設への支援 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１８節「文教対策」第２「避難所開設への支援」を

参照。 

 

第３ 応急教育の実施 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１８節「文教対策」第３「応急教育の実施」を参

照。 

 

第４ 応急保育の実施 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１８節「文教対策」第４「応急保育の実施」を参

照。 

 

第５ 文化財の保護 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１８節「文教対策」第５「文化財の保護」を参照。 
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第２０節 公安警備活動 

区分 項目 担当班 

公安警備 第１ 警備体制の確立 警察署 

防犯活動への協力 第２ 防犯活動への協力 関係各班・消防団 

 

第１ 警備体制の確立 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１９節「公安警備活動」第１「警備体制の確立」を

参照。 

 

第２ 防犯活動への協力 
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第１９節「公安警備活動」第２「防犯活動への協力」

を参照。 
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第４章 災害復旧計画 
 

 

第１節  災害復旧・災害復興の基本方針  

第２節  市民生活安定のための支援  

第３節  災害復旧事業  

第４節  復興計画  
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第１節 災害復旧・災害復興の基本方針 

項目 担当班 

第１ 基本方針 本部班・関係各班 

第２ 災害復旧・復興本部の設置 本部班・関係各班 

 

第１ 基本方針 
風水害対策編第４章「災害復旧計画」第１節「災害復旧・災害復興の基本方針」第１「基本方

針」を参照。 

 

第２ 災害復旧・復興本部の設置 
風水害対策編第４章「災害復旧計画」第１節「災害復旧・災害復興の基本方針」第２「災害復

旧・復興本部の設置」を参照。 
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第２節 市民生活安定のための支援 

項目 担当班 

第１ り災証明の発行 市民班（火災を除く）・本部班・消防組合（火災関係） 

第２ 被災者台帳の整備 市民班・避難収容班 

第３ 生活相談等 市民班 

第４ 義援金の受け入れ、配分 本部班・福祉班 

第５ 被災者の生活確保 福祉班・関係各班・関係機関 

第６ 農林業関係対策 土木１班・土木２班 

第７ 中小企業関係対策 土木１班 

第８ 風評被害等への対応 関係各班 

 

第１ り災証明の発行 
風水害対策編第４章「災害復旧計画」第２節「市民生活安定のための支援」第１「り災証明の

発行」を参照。 

 

第２ 被災者台帳の整備 
風水害対策編第４章「災害復旧計画」第２節「市民生活安定のための支援」第２「被災者台帳

の整備」を参照。 

 

第３ 生活相談等 
風水害対策編第４章「災害復旧計画」第２節「市民生活安定のための支援」第３「生活相談等」

を参照。 

 

第４ 義援金の受け入れ･配分 
風水害対策編第４章「災害復旧計画」第２節「市民生活安定のための支援」第４「義援金の受

け入れ･配分」を参照。 

 

第５ 被災者の生活確保 
風水害対策編第４章「災害復旧計画」第２節「市民生活安定のための支援」第５「被災者の生

活確保」を参照。 

 

第６ 農林関係対策 
風水害対策編第４章「災害復旧計画」第２節「市民生活安定のための支援」第６「農林関係対

策」を参照。 

 

第７ 中小企業関係対策 
風水害対策編第４章「災害復旧計画」第２節「市民生活安定のための支援」第７「中小企業関

係対策」を参照。 

 

第８ 風評被害等への対応 
風水害対策編第４章「災害復旧計画」第２節「市民生活安定のための支援」第８「風評被害等

への対応」を参照。 
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第３節 災害復旧事業 

項目 担当班 

第１ 激甚法による災害復旧事業 市民班・関係各班 

第２ その他の法律による災害復旧事業 市民班・関係各班 

 

第１ 激甚法による災害復旧事業 
風水害対策編第４章「災害復旧計画」第３節「災害復旧事業」第１「激甚法による災害復旧事

業」を参照。 

 

第２ その他の法律による災害復旧事業 
風水害対策編第４章「災害復旧計画」第３節「災害復旧事業」第２「その他の法律による災害

復旧事業」を参照。 
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第４節 復興計画 

項目 担当班 

第１ 復興計画作成の体制づくり 本部班・関係各班 

第２ 復興に対する合意形成 本部班・関係各班 

第３ 復興計画の推進 本部班・関係各班 

 

第１ 復興計画作成の体制づくり 
風水害対策編第４章「災害復旧計画」第４節「復興計画」第１「復興計画作成の体制づくり」を

参照。 

 

第２ 復興に対する合意形成 
風水害対策編第４章「災害復旧計画」第４節「復興計画」第２「復興に対する合意形成」を参

照。 

 

第３ 復興計画の推進 
風水害対策編第４章「災害復旧計画」第４節「復興計画」第３「復興計画の推進」を参照。 
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